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第 １ 章   

序 論 

 

1.1 研究背景 
 現代の経済社会では、サービスが主要な役割を果たすようになっている。特

に先進国においては、GDP の多くをサービスが占めるようになっている。製品

そのものの機能の価値をどのように高めるかよりも、それをどのように使用す

るかに関する使用価値が注目を集めるようになっている[1]。サービスに関する

研究としては、これまでサービスの生産性の向上やサービスイノベーション、

製造業のサービス化に関わるものが多かった[2-8]。我々の経済社会を持続的に

発展させる上で、人間の厚生への寄与にも注目していくべきである。 

人間の厚生に注目した研究として、幸福度研究がある。日本において、GDP

の増加に対して、国民の幸福度や生活満足度が向上しないことから、内閣府が

幸福度の指標化を試みている[9]。失業が幸福度を低下させることが明らかにさ

れた[10]ように、主観的な幸福感を高めるには、経済社会状況、健康、そして、

関係性の 3 つの柱を持続可能なものにすることが重要である。経済社会状況に

は、雇用の他に住居等の生きる上での基本的な需要が含まれる。それとともに、

身体及び精神面での健康と地域や家族との繋がり（関係性）が、主観的な幸福

感を決定付ける。 

人間同士の関係性の観点から見ると、現代の日本社会は、少子高齢化や核家

族化の影響を特に強く受け、「孤独死」や「ゴーストタウン」といった用語が頻

繁に聞かれるようになったことに象徴されるように、人々の繋がりや信頼感が

低下していることが懸念されている[11-13]。更に、地域社会は人口減少によっ

て財政基盤も弱まっているため[14]、人間の質の高い厚生を実現するには、最早、

公的機関に依存するだけでは十分でなく、住民が自発的に地域活動に参加して、

信頼関係を形成していくことが重要となっている。 

 地域社会が抱える多くの課題の中でも、高齢者の増加と食料品店舗の減少と

いう状況下で、食料品へのアクセス問題に注目が集まっている。自宅から最も

利用する食料品店舗までの距離が 500m 以上で、自動車を保有していない人口
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は 260 万人おり、その内高齢者は 120 万人である。これが生鮮食料品販売店舗

の場合は、910 万人の住居が店舗まで 500m 以上離れており、高齢者はその内

350 万人にも上る。また、東日本大震災の影響を受けて、この数は更に増加した

と見られている[15]。 

 地域における消費者の食料品へのアクセスを改善するには、政府による公的

機関からの支援だけでなく、NPO や地域住民のネットワークによる持続的な活

動が重要である。地域社会は、それぞれの置かれた物理的な距離等に関する空

間的条件や事業の採算性等の経済的条件、人々の繋がり等の社会的条件の各特

性に応じた対応が必要であり、各地域が置かれている条件に適したサービスシ

ステムを構築していくことが重要である。 

 

 

1.2 研究目的と課題設定 

 近年、この食料品へのアクセス（以下、購買行動とする）問題に対して、高

齢者の購買行動を支援する地域団体が増えている。しかし、今までになかった

この形態での支援サービスに関する研究は、まだ十分になされていない。これ

に対し、購買行動という人間の生活に深く関わるこの支援サービスに焦点を当

てることで、サービスが人間の厚生の質を高めることを明らかにすることで、

サービス・サイエンスへの貢献を果たす。 

したがって、本研究では「価値共創への支援を通じて、人間の厚生を高める

ことを中核的目的とするサービスシステム」を厚生価値共創サービスシステム

と定義し、購買行動問題を具体的な事例として、人間の厚生に関する価値を高

めるサービスに着目する。そして、購買行動に課題を抱える高齢者を支援する

サービスを研究対象とし、システムの特性を明らかにすることにより、「サービ

スシステムに参加する人間の厚生の質を高める厚生価値共創サービスシステム

のモデルを提案する」ことが本研究の目的である。この研究目的を達成するた

めに、本研究では以下の 3 つの研究課題を設定する。 

 

1. 厚生価値共創サービスシステムにおいて、各活動主体の持つ資源はどのよう

に持続的に活用されるのか 

2. 厚生価値共創サービスシステムにおいて、各活動主体間でどのような価値が

共創されるのか 

3. 厚生価値共創サービスシステムは、どのように評価されるのか 

 

 サービスとは、消費者と提供者の価値共創プロセスである。価値を創造する
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ためには、創造のための資源が必要であり、お互いの持つ資源を効率的に活用

することによって、価値が高められる。本研究が注目する厚生価値共創サービ

スシステムにおいても、価値共創が重要であるが、消費者と提供者の間に支援

者が介入し、その支援者が消費者と提供者の価値共創プロセスを補助すること

に特徴がある。 

以下、本論文では各活動主体について、購買行動の支援に対する需要を持つ

ことから消費者を需要主体、商品やサービスを供給することから提供者を供給

主体、価値共創を支援することから支援者を支援主体とそれぞれ呼ぶ。厚生価

値共創サービスシステムにおいて、支援主体がどのように需要主体と供給主体

の価値共創を持続的に支援するのかを明らかにすることは重要である。 

そのためには、それぞれの活動主体がどんな資源を持ち、それをどのように

活用しているのかを分析する必要がある。持続的に活用するためには、それぞ

れの資源を効率的に統合することが重要である。サービスシステムの中でも特

に、支援主体がどのようにそれぞれの資源を統合し、活用するのかを分析する。

それは、人間の厚生がサービスシステムを通じて持続的に高められるメカニズ

ムを明らかにする上で重要である。これが、第 1 の研究課題である「厚生価値

共創サービスシステムにおいて、各活動主体の持つ資源はどのように活用され

るのか」である。 

 更に、資源の活用から、どのような価値が共創されるのかを明らかにするこ

とも必要である。換言すれば、共創される厚生に関する価値が各活動主体にと

って、どのような意味を持つのかを明らかにすることである。厚生に関する価

値には、身体的なもの・心理的なものから、客観的なもの・主観的なものまで

様々ある。サービスシステム内における立場や活用される資源が変わることに

よって、受け取る厚生に関する価値も変化する。 

厚生価値共創サービスシステムにおいて、各活動主体が価値を共創する資源

活用のメカニズムを明らかにするだけでなく、結果として、どのような価値が

共創されるのかを明らかにすることも重要である。これが第 2 の研究課題の「厚

生価値共創サービスシステムにおいて、各活動主体間でどのような価値が共創

されるのか」である。 

 また、構築された厚生価値共創サービスシステムを評価する視点も必要とな

る。厚生価値共創サービスシステムを構築する上で欠かせない要因を分析する

ことが必要不可欠なのである。すなわち、各活動主体を結び付けて価値共創を

促進する要因とは何であるのかを明らかにすることが大切である。その要因の

有無や強さの度合いによって、厚生価値共創サービスシステムを評価すること

ができる。 

サービスがどのように人間の厚生を高めているのかを明らかにするためには、
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厚生価値共創サービスシステムの構造モデルを同定するだけでなく、その評価

や妥当性についても言及することが必要である。そのために、サービスシステ

ムにおける価値共創を促進する要因を明らかにする。これを「厚生価値共創サ

ービスシステムは、どのように評価されるのか」として、第 3 の研究課題を設

定した。 

 

 

1.3 研究方法 
 研究方法は、順次的手順による混合手法を用いる[16]。本研究では、図 1 に示

すように、2 度のトライアンギュレーションを重ねている。トライアンギュレー

ションとは質的方法と量的方法を越えて収斂を目指す手段のことであり、質的、

或いは、量的のどちらか一方だけの研究方法では限界があるため、この手段を

用いて研究方法に潜むバイアスの中立化を試みる。 

 

 

厚生価値共創サービスシステムにおける需要主体として、支援サービスが必

要な高齢者に対して、聞き取り調査により取得したデータと二次的利用する 3

つの質問紙調査のデータを用いて分析した。他方、支援主体である購買行動の

支援サービス組織に対して、参与観察を実施するとともに、供給主体となる食

料品店舗に対しても聞き取り調査を実施した。 

需要主体の課題分析では、石川県能美市に住む購買行動支援が必要となる高

齢者を対象に、136 世帯に対して、購買行動の意識調査に関する聞き取り調査を

実施した。調査員 4 名が別れて、能美市 21 町に対して、町会長や市役所職員の

協力の下で実施した。質問紙調査は、能美市市民生活部地域振興課が能美市の

中山間地域 8 町内が集まった国造地区に対して実施したものと能美市石子町を

対象としたもの、そして、能美市が購買行動に困難を抱える消費者に対して実

施したものを二次的資料として分析する。 

図. 1 順次的手順による研究手法 
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国造地区と石子町に対して実施された質問紙調査は、地域内共助に関する需

要について調査することを目的としたものであり、有効回答数はそれぞれ 218

世帯と 60 世帯であった。また、3 つ目の調査における有効回答数は、443 世帯

である。このデータと、聞き取り調査によって得られたデータの分析を通じて、

需要主体の購買行動における課題及び需要について明らかにする。 

 聞き取り調査に対する分析手法は、グラウンデッド・セオリー・アプローチ

に基づいている。得られたデータに密着した分析を通じて、対象者の行動プロ

セスや相互行為に関する一般化された抽象的概念を浮かび上がらせることを目

的とする。この分析手法の特徴は、分析途中に浮上してきたカテゴリーを用い

た継続的な比較と、情報の持つ類似と相違を最大化するような多様な集団にお

ける理論的サンプリングである。 

 支援主体に対しては、能美市における購買行動支援組織である NPO 法人「え

んがわ」と商工女性まちづくり研究会の 2 組織に対して、それぞれ 6 ヶ月間ず

つに渡る参与観察を実施した。この調査によって得られたフィールドノーツの

データに対して、分厚い記述的分析を用いて、フィールドについて詳述する。

加えて、供給主体である食料品店舗に対しても聞き取り調査を実施して厚生価

値共創サービスシステムの特徴を同定する。これらのデータを分析して、需要・

供給・支援の 3 つの側面から、厚生価値共創サービスシステムモデルを提案す

る。 

 

 

1.4 論文構成 

 本論文は、6 章構成となっている。まず、第 1 章では本論文について概説する。

具体的には、研究の背景、研究目的、研究方法、論文構成について記述してい

る。本研究は、人間の厚生の質を高めるサービスシステムに着目し、そのモデ

ルを提案することを目的としている。研究のアプローチは、混合手法を採用し

ており、サービスシステムに参加する全活動主体に対する総合的な分析から、

モデルを明らかにする。 

第 2 章では、公共福祉論、サービスマネジメント論、ミクロ組織論の 3 つの

視点から先行研究を整理している。公共福祉論の観点からは、住民の地域活動

への参加動機付けが重要であることを示し、持続的なサービスマネジメントの

視点を持つとともに、参加者の持続的な動機付けをするリーダーシップが必要

であることから、本研究の重要性について言及している。 

第 3 章は、需要主体に対する調査及び分析について述べている。分析の結果

から、高齢者の購買行動における困難性の決定要因を類型化するとともに、動
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機傾向による購買行動における需要主体の分類分けを提案する。困難性の決定

要因の類型化により、高齢者の購買行動に対して求められる支援対策の実行に

有効である。そして、需要主体の分類分けによって、高齢者のサービスへの持

続的な参加を促進する方法を示唆する。 

第 4 章では、支援主体及び供給主体への調査について記述し、地域内におけ

る共助を促進する要因を分析している。2 つの事例調査から得られた結果として、

活動主体をパートナーとして捉えていること、需要主体が知識共創できる環境

があること、供給主体による適切な情報提供があること、社会的価値に根ざし

たビジョンが支援主体にあることの 4 つの共助促進要因があることを明らかに

する。 

 第 5 章は、それまでの分析結果について、総合的な考察をしている。まず、

厚生価値共創サービスシステムモデルにおいて、価値共創を促進する 3 つの要

因を明らかにする。考察の結果から、動機付け特性、リーダーシップ特性、シ

ステム内互酬性の 3 つの特性が厚生価値共創サービスシステムにおいて、価値

共創を促進することを述べ、サービスシステムのモデルとサービスシステムに

対する評価視点を提案する。 

 第 6 章では、本研究の結論をまとめた。まず、3 つの研究課題に対する回答を

述べる。そして、厚生価値共創サービスシステムのモデルを提案したことによ

る理論的含意と実務的含意について記述している。人間の厚生の質を向上させ

るサービスシステムモデルを評価視点も含めて提案したことは、理論的にも実

務的にも意義深い。最後に、今後の課題として、量的な研究手法の活用と研究

対象を拡大することを通じて、モデルや評価視点を精緻化させることの重要性

について述べている。 
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第 ２ 章 

先 行 研 究 

 

2.1 公共福祉論 

2.1.1 社会関係資本と知識共創 

 地域社会に関するサービス研究をするにあたって、まずは公共福祉の観点か

ら先行研究について考察する。地域社会における公共福祉を実現するには、公

的機関の努力だけでなく、地域住民側からも自発的な活動や参加をすることが

必要不可欠である。公共福祉サービスにおける地域活動の社会的意義を明らか

にするための理論として、物的資本や人的資本に並ぶ概念として注目を集めて

いる社会関係資本(Social Capital)がある[17]。 

社会関係資本研究の第一人者であるパットナム(Robert D. Putnam)は、この

社会関係資本を「人々の協調行動を活発にすることによって社会の効率性を高

めることのできる、『信頼』『規範』『ネットワーク』といった社会組織の特徴」

と定義した[18-19]。社会関係資本では、信頼・規範・ネットワークの 3 つの要

因が重要である。彼は社会関係資本が豊かなら、人々は互いに信用して自発的

に協力し、それが囚人のジレンマやコモンズの悲劇といった集合行為のジレン

マをソフト面で解決し得ると主張した。更には、近隣の治安向上や健康と幸福

感の向上にも繋がると指摘している。 

 パットナムは信頼について、「知っている人に対する厚い信頼（親密な社会的

ネットワークの資産）」と「知らない人に対する薄い信頼（地域における他のメ

ンバーに対する一般的な信頼）」を区別し、「薄い信頼」の方がより広い協調行

動を促進することに繋がるため、社会関係資本の形成に役立つとしている。社

会関係資本における信頼の役割を特に重要視していたのは、フランシス・フク

ヤマ(Francis Fukuyama)である[20]。信頼は、社会の効率性と大いに関係があ

る。 

フランシス・フクヤマは、社会関係資本を「信頼が社会に広く行き渡ってい

ることから生じる能力」と説明し、信頼のレベルが経済競争力や民主主義の度
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合いを条件付けるとした。信頼が、各種の取引コストを下げることに繋がるか

らである。更に、信頼があると自発的な協力が生み出され、自発的な協力が信

頼を育てる。パットナムも、信頼が社会関係資本の本質的な構成要素の１つで

あると同時に、社会関係資本が信頼を生み出すと考えていた。 

 そして規範に関しては、数ある規範の中でも、パットナムは互酬性の規範を

特に重視している。互酬性とは、相互依存的な利益交換であり、均衡の取れた

互酬性（同価値のものを同時に交換）と一般化された互酬性（現時点では不均

衡な交換でも将来的に均衡が取れるとの相互期待を基にした交換の持続的関係）

に分類される。一般化された互酬性は、短期的には相手の利益になるようにと

いう利他主義に基づき、長期的には当事者全員の効用を高めるだろうという利

己心に基づいており、利己心と連帯の調和に役立つとされている。 

 ネットワークには、職場における上司と部下の関係のような垂直的なものと

趣味・同好会のような水平的なものとがある。パットナムはこれまでにイタリ

アの研究を通じて、垂直的なネットワークがどんなに密でも社会的信頼や協力

を維持することはできないが、近隣集団やスポーツクラブへの積極参加による

水平的ネットワークが密になる程に住民は相互利益に向けて幅広く協力すると

考えた。家族や親族を越えた幅広い弱い紐帯を重視し、その中でも特に直接顔

を合わせるネットワークが核であるとされている。 

 以上の３つの社会関係資本の構成要素の関係について、パットナムは互酬性

の規範と住民の積極参加のネットワークから社会的信頼が生じる可能性を指摘

し、更にいずれかが増えると他の要素も増えるといったように相互強化的であ

ると主張する。このことから、住民が当事者意識を持って積極的に互酬性のネ

ットワークに参加することによって、社会的信頼が高まり社会関係資本が強化

されていくと言える。 

 社会関係資本は、結合型 (bonding)と橋渡し型 (bridging)[21]と連結型

(linking)[22-23]の 3 つに分類分けできる。結合型は、組織の内部における人と

人との同質的な結び付きで、内部で信頼や協力、結束を生むものである[24]。こ

れに対し、橋渡し型とは、異なる組織間における異質な人や組織を結び付ける

ネットワークである。これは、グラノベッター[25]の弱い紐帯と強い紐帯と同義

である[26]。 

結束型は、社会の接着剤とも言うべき強い絆や結束によって特徴付けられ、

内部志向的であるため、排他性に繋がる場合もある。これに対して、橋渡し型

は、より横断的な繋がりとして特徴付けられ、社会の潤滑油的な役割を果たす。

一方で、連結型は権力、社会的地位や富に対するアクセスが異なる社会階層の

個人や団体を繋ぐ関係である。公的機関から資源や情報を得て活用する場合等

もこの連結型に属される。健康促進や治安の向上には結合型が、経済発展には
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橋渡し型が特に貢献するとされている[27]。社会の全面的な発展を目指すには、

異なるタイプの社会関係資本を上手く活用することが重要である。 

 日本では、パットナムの定義を受けて、内閣府が社会関係資本を「信頼に裏

打ちされた社会的な繋がり、或いは、豊かな人間関係」であると捉えた[28]。ま

た、そこでは、共通の目的に向かって協調行動を導くものであることが強調さ

れている。更に、内閣府の調べでは、日本における社会関係資本は相対的に豊

かな地方部で衰退しており、大都市部では横ばいか回復している。したがって、

地方部における社会関係資本の醸成が求められている。 

 醸成の手掛かりとして、社会関係資本の各要素と住民の地域活動の間には、

正の相関関係があることが指摘される。住民の地域活動の活性化を通じて、社

会関係資本が培養されるとともに、社会関係資本が豊かならば、地域活動への

参加が促進される[28]。すなわち、社会関係資本を豊かにするには、この好循環

を実現することが大切である。そして、この好循環の実現のためには、地域団

体による活動によって、弱い紐帯、水平的でオープンな橋渡し型の社会関係資

本を成長させて、外部の人や組織と相互の信頼関係を形成することが重要であ

る。 

社会関係資本の効果として、健康の増進[29-32]、教育成果の向上[33-34]、近

隣の治安の向上[35]、経済発展[36-37]に関する研究がある。社会関係資本の醸

成に関する研究としては、内閣府のもの以外にも、イベントにおける社会関係

資本の形成[38]やまちづくり意識との関連[39]、NPO による効果[40]の研究があ

る。しかし、社会関係資本が地域活動を通じて、公共福祉のための知識の共創

にどのような影響を及ぼしているのかを明らかにした研究は十分にない。 

 住民に参加への当事者意識を持たせるには、「自分ごと化」[41-42]の概念が重

要である。「自分ごと化」の意味は、元々広告を見てその商品やブランドを自分

に関連するものであると認識することであるが、本論文では「積極的な当事者

意識を持って互酬性のネットワークに参加すること」と定義する。すなわち、「自

分ごと化」を促進することがが、地域活動への参加を促進する好循環を実現す

ることに繋がる。 

したがって、「自分ごと化」を促進するために、社会関係資本がどのように貢

献するのかを明らかにすることが必要となる。その中で、社会関係資本が公共

福祉のための知識共創に影響を与えていることを明らかにすることが、特に重

要であると考えられる。以上のことから、公共福祉論の先行研究調査からは、

社会関係資本における信頼と規範のネットワークが、住民に参加への当事者意

識を持たせるための知識共創にどのような影響を与えているのかを分析するこ

とが重要であると示される。 
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2.1.2 新しい公共の推進 

 次に、本項では公共福祉論における実践的な側面から先行研究を考察する。

少子高齢化が進み成熟期に入った日本社会では、地域毎に公共福祉に対する需

要が異なることと、各都市における財政の格差の拡大により[43]、地域の需要に

適合した公共福祉を実践するには、住民一人一人の主体性が必要不可欠である

[44-46]。そして、この主体性を喚起する動きは、一般に「新しい公共」と呼ば

れ、国際的に広がっている。 

内閣府による「新しい公共」宣言では、「新しい公共」の本質は、協働する場

であると述べられている。そこでは、国民や地域組織、企業、政府が一定のル

ールとそれぞれの役割を持って当事者として参加し協働する。「新しい公共」が

実現すれば、相互信頼が高く社会コストが低いコミュニティが形成されること

が期待されている[47]。したがって、住民の公共福祉サービスに対する「自分ご

と化」を促進することが重要であることがここでも示される。 

 「新しい公共」においては、それぞれの立場に求められる役割が異なる。企

業の立場からは、社会貢献の対価として利潤があるという考え方がより重要と

なる。近年、それに対応する社会的企業[48-50]の研究に注目が集まっている。

経済産業省のソーシャルビジネス研究会(2008)によれば、社会的企業とは「社会

的課題を解決するために、ビジネスの手法を用いて取り組むものであり、社会

性・事業性・革新性を持つ事業体のこと」である[51-53]。 

社会性とは、現在解決が求められている社会的課題に取り組むことを事業活

動のミッションとすることである。この時、解決すべき課題内容によって、活

動範囲に地域性が生じる場合もあるが、社会的企業においては、地域性の有無

は加味しない。事業性は、社会性におけるミッションをビジネスの形に表し、

継続的に事業活動を進めていくことを意味する。最後の革新性とは、新商品・

新サービスや提供の仕組みを開発したり、活用したりすること、また、その活

動が社会に広がることを通して、新しい社会的価値を創出することである。 

社会的企業を実践する上で重要なのは、社会性に着目しつつ、いかにその事

業性を高め、事業活動の継続性に結び付けられるかであり、個別分野や個別地

域において、具体的且つ戦略的に推進されることで、実効性がより高まる。そ

のために、政府による政策での支援だけでなく、自治体や地域団体とも連携す

ることが非常に大切である。この時、雇用創出等による経済的効果と併せて、

いかに社会関係資本を高めたかのような事業効果の多角的な捉え方も必要であ

る。 

 「新しい公共」における社会的企業の課題に関しては、受益者から対価を得

難いこと[54]や歳出削減[55]についての議論がなされている。更に、社会関係資
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本を築くことに重きを置いていないものが多いとする指摘もある。持続的な社

会的企業の活動に対して、多くの課題が挙げられている。それに対して、木村

らは社会的企業の持続可能性に関する議論[56]を示したが、これは事業への支援

活動に焦点を当てたものであり、事業主体自身が財政面と人材面を経営管理す

るサービスシステムのマネジメント手法に関する研究はまだ十分にない。 

したがって、資源の有効なマネジメント手法を明らかにし、社会的企業の事

業性を高める持続可能なサービスシステムに関する研究が求められる。特に、

社会的企業がどのように社会関係資本を形成しているのかを明らかにすること

が、社会的企業の提供価値を高める上で重要である[57]。そのために、事業主体

と消費主体がどのような信頼関係を築いて、事業効果を高める知識共創を促進

させているのかを明らかにすることが必要である。 

 一方で、社会的企業に似た概念として、コミュニティ・ビジネスがある。コ

ミュニティ・ビジネスに関しては、経済産業省関東経済産業局の定義である「地

域の課題を地域住民が主体的に、ビジネスの手法を用いて解決する取り組み」

[58]や細内(2010)の「地域社会の中で、地域住民が主体となり、地域の困りごと

（課題）の解決に向けて、ビジネスの視点を入れて活動していくこと」[59]があ

る。このことから、コミュニティ・ビジネスを表す上で重要となるのは、「地域

住民の主体性」と「ビジネス手法」の 2 つであると言える。 

 従来型の企業が利潤の追求を第一目的としているのに対し、コミュニティ・

ビジネスは意義や意味を活動の目的としているところに特徴がある。地域社会

において、コミュニティ・ビジネスはクラブ（コミュニティ・アクティビティ）

と企業（ビジネス・コミュニティ）の中間に位置付けられる。コミュニティ・

ビジネスの主目的は地域の課題解決であり、住民が主体的となって地域に活動

する意義を創り出すことなのである。コミュニティ・ビジネスが地域にもたら

す効果としては、人間性の回復、地域社会の課題解決、生活文化の継承や創造、

経済基盤の確立の 4 つが挙げられている。 

人間性の回復は、コミュニティ・ビジネスを通じて、働き甲斐や生き甲斐を

得ることによる効果である。地域住民、特に高齢者がそれまでの企業活動や地

域活動によって培って来た知識や技術をコミュニティ・ビジネスに活用するこ

とで、地域社会が豊かになり、住民の生活の質も向上する。更には、地域住民

が自分の能力を発揮することで、生き甲斐を持って地域社会に関わることが期

待できる。 

2 つ目に、地域コミュニティにビジネスの視点を取り入れることによって、地

域社会の課題解決が期待される。そして、コミュニティ・ビジネスは地域の各

種文化活動団体や地元企業、そして、内外の様々な立場の人々を結び付けて、

観光や交流を促す役割を担うことで、生活文化の継承や創造の効果も生み出す。
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更に、地域に雇用の場を創出し、地域の人々がそれぞれの力を発揮できる場を

作り、その継続によって地域力の向上に繋げる好循環を生む。これが、4 つ目の

効果である経済基盤の確立である。 

 コミュニティ・ビジネス研究の事例としては、農村におけるコミュニティ・

ビジネスの事例比較から、コミュニティ・ビジネスによる地域経済循環への影

響と地域波及効果を考察した研究[60]、NPO によるコミュニティ・ビジネスが

活発化している先進地域でのヒアリング調査をまとめた研究[61]、集合住宅にお

けるコミュニティ・ビジネスの考察[62]等があり、社会的に関心が高まっている

ことがわかる。 

コミュニティ・ビジネスの構造は、地域の歴史や事業主体のあり方によって、

多様性がある。日本の地域社会は今、地方分権強化と地方財政危機という 2 つ

の流れの中にあり、特に農村地域や山間地域においては、住民が主体性を持っ

て、自律的で内発的な地域経済の確立が求められている。したがって、コミュ

ニティ・ビジネスにおいても、「自分ごと化」を促進することが重要であると言

える。 

しかしながら、コミュニティ・ビジネスにおける課題も、社会的企業の場合

と同じように、事業の自立・継続が強く指摘されている[63]。それに対して、財

政面に関する支援手法や資金調達の手掛かりは示されているものの[64]、住民の

地域活動への参加の動機付けに関する課題に対して、まだ十分に研究がなされ

ていない[65-66]。 

コミュニティ・ビジネスに関する資源の活用の鍵に社会関係資本があり、コ

ミュニケーションを通じた組織の共通目的の定式化と参加動機付けが重要であ

る[67]。すなわち、事業を継続するための持続的なサービスシステムとはどのよ

うなものであるかを明らかにすることが重要であり、そのためには、社会関係

資本の形成によって、参加者の持続的な動機付けを高める知識共創がどのよう

に促進されるのかを明らかにすることが必要である。 

以上のことから、公共福祉論の具体的な実践事例として、社会的企業とコミ

ュニティ・ビジネスを考察したが、どちらにおいても社会関係資本をいかに構

築するかが重要であると言える。それには、事業性という側面とともに、地域

社会の住民が地域の問題に対して「自分ごと化」を促進して、自律的に取り組

むことが必要不可欠であることが示される。その成果として、地域の経済基盤

の安定や地域社会の課題解決がなされるだけでなく、革新性や生き甲斐といっ

た人間の厚生に関わる価値を高めることが期待できる。 
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2.2 サービスマネジメント論 

2.2.1 公共福祉の Transformative Service Research 

 次にサービスマネジメント論の観点から、先行研究を通じて地域社会の公共

福祉サービスについて考察する。今日において、サービスが我々の消費生活に

大きな影響を及ぼすようになったが[68-69]、消費者の厚生に焦点を当てる

Transformative consumer research[70]の考えがサービス研究に用いられるこ

とは、これまでほとんどなかった。しかしながら、既に成熟しつつあるサービ

ス経済は、単に経済性を追求する段階から、社会・環境における福利・質向上

をも目指した変革的サービス経済を実現していく段階に直面している。 

 サービスとは、「無形性(Intangibility)」「同時性(Simultaneity)」「異質性

(Heterogeneity)」「消滅性(Perishability)」の 4 つの特性を持った商品である[71]。

製造業が一般的に生産する物的製品は有形であるゆえに、移動や保管をするこ

とができるが、サービスにおける商品は無形の活動やプロセスであるので、商

品自体を移動させることはできないが、サービスの提供主体は、そのサービス

を提供する人物やシステムを移動させることによって、異なる地域や場所でも

同様のサービスを提供することを可能にする。そして、サービスは無形である

がゆえに、物理的に保管することができない。 

 また、商品の生産から消費に至るまでのプロセスに目を向けることにより、

同時性について説明できる。物的商品の場合、その有形性から、一般的にその

商品の中核となる価値は企業の工場で生産され、流通・販売を通じて、中核と

なる価値が消費者の手によって消費される。一方、無形のサービス商品は移動

不可能であるため、生産、流通・販売、消費の一連のプロセスが一般的に同時

に同空間内で遂行される。これがサービスの同時性である。 

 生産段階におけるサービス商品の最重要な特徴が、消費者が生産に直接参加

することである。これは価値共創と呼ばれ、サービス商品の中核となる価値が

提供者と消費者の相互作用によって生産されることを意味する。物的商品は生

産に関しては、その製品の仕様書等によって品質の同質性が保証されているが、

サービス商品においては、その仕様書が消費者によって異なり、更には、提供

者の技術や知識によっても、その品質が異なる。これが、サービスの異質性で

ある。 

 最後に、サービスの消滅性とは、生産されたサービス商品は消費されなけれ

ば、その価値を失ってしまうことを表している。サービスは無形であり、在庫

ができず、生産と消費が同時に遂行されることによって、初めて商品としての

価値が発生する。物的商品は消費されずに売れ残った商品を在庫し、再販する



14 

 

ことが可能であるが、サービス商品はそれができないため、サービスの商品と

しての価値が、生産と同時に消費されなければ消滅してしまう。 

これらの特性を持つサービスが、サービスの消費に関わる主体の厚生向上を

成果物としていることに注目し、その視点からサービス活動を捉え直すことを

主な目的とする研究領域として、Transformative Service Research (TSR)が提

案されている[72]。TSR は、「個人やコミュニティ、そして生態系に至るまで、

消費に関わる主体の厚生に改善や良い変化をもたらすための研究」と定義され

る。 

この研究対象には、例えば、健康という視点で消費者を満足させるためのサ

ービス設計はどうあるべきか。また、どのような変革者が自然環境の保全を意

識した消費者行動を誘発するか、そのためにはどのような戦略が企業、非営利

組織、行政に必要か、等が含まれる。つまり、TSR はこれまでのサービス研究

において明示的に扱われていなかった人間の厚生に関する課題に焦点を当てて

いる点に特徴がある[73]。 

 TSR には、特有の分析単位があり、具体的には、サービス提供主体、消費主

体、マクロ環境（サービスと消費者の実在に影響を与える政策、文化、技術、

経済環境）、アウトプット（サービス効果としてのアクセス性、脆弱性の緩和、

ウェルネス、幸福、生活の質、公平さの維持、格差の減少といった人間の厚生

に関わる要素）が含まれる。これらの視点を基に様々な価値共創プロセスを分

析し、共創の効果を高めていくような視点を見出すことが重要である。 

 一方で、これまでの公共福祉におけるサービスは、経済性や効率性の側面か

ら議論されることが多かった[74-75]。ここで問題とされるのは、域外スピルオ

ーバー、つまり、他の地域に便益が及ぶことと地方公共のサービス生産に関す

る規模の経済である。しかし、人間の厚生を第一義的に考えるならば、公共福

祉サービスに何が求められているのかに注目することが必要不可欠である。 

元来、地域住民が個人の力で解決できない生活上の問題や地域全体の共通課

題を行政（国・自治体）が担うことが公的責任の対象である。この課題を速や

かに把握し、解決のための方法（制度）を提示して、必要な社会的支援を作る

仕組みがどの自治体にも求められる。この公的責任を果たすための自治体の仕

組みの構成要素は、職員、財源、制度、住民との協同活動、その活動の中で形

成されるネットワークとなる。 

 すなわち、公的責任の内容は、地域の人々の生活を守っていくことである生

存権の保障及びナショナル・ミニマムの保障と、誰もが住みやすい地域作り及

び地域保健福祉活動の展開である。誰もが住みやすい地域を作っていくことは、

保健・医療・福祉・教育等のナショナル・ミニマムを保障する制度が充足され

るとともに、誰もが排除されない仕組み、排除しない価値観を持つ地域を作っ
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ていくことである。 

ナショナル・ミニマムは、国民である以上は、誰もが国の責任でもって厚生

的な価値やそれを高めるためのサービスを享受する権利があるという意味の言

葉で、基本的人権に関わる概念である。したがって、公的責任とは基本的人権

を守り、ナショナル・ミニマムが保障する責任であり、公共の傍観を許さぬ絶

対的最低限を規定するものであって、公的部門の公的責任の水準を具体的に表

現するものである。 

そのために、自分のことだけでなく他人のことも考えて行動できる住民、す

なわち、公共の担い手と、必要な施策を作ることがその責任を果たすための機

能が公共福祉サービスには必要である。この役割を果たすために、行政は地域

の人々と協働して公共の担い手を作るための場と機会を作り、ネットワークを

形成していくことになる[76]。一方で、住民も地域の公共福祉に対する「自分ご

と化」を促進し、積極的に関わっていくことが求められている。 

そして、公共福祉サービスは健常者に対してだけでなく、障害者や高齢者に

とっても重要なものである。彼らに対する公共福祉サービスの研究として、人

間の特徴や文化、能力にとらわれずに万人が利用することができるデザインを

目指すユニバーサルデザインの研究[77]や介護サービスを公共財と見なし、その

サービスについて考察した研究[78]がある。これらの結果から明らかにされたの

は、障害者や高齢者は公共福祉サービスへのアクセス能力を減退させているこ

とである。 

公共福祉サービスへのアクセス能力は、セン(Amartya Sen)(2001)の主張する

潜在能力の１つと考えられる[79]。潜在能力とは、人が選択できる様々な機能の

集合である。機能とは、ある人が価値を見出すことのできる様々な状態や行動

のことであり、具体的には、「十分な栄養を得ている」から「コミュニティに参

加する」ことまで多岐に渡る[80-81]。そして、潜在能力が高いということは、

福祉を達成するための手段、つまり、自由を多く持っているということを意味

し、それはその人の厚生を高めることに繋がっている[82]。 

したがって、公共福祉サービスを TSR の視点から分析するには、潜在能力の

1 つである各種サービス、言い換えるならば、自由へのアクセス能力の向上をサ

ービスの成果物として見ることが必要である。全ての人が平等にアクセスでき

るように支援するサービスについて、アクセス性向上の視点からそのサービス

の効果を分析することが、公共福祉サービスを TSR の視点から分析する上で重

要である。 
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2.2.2 価値共創と持続的なサービスシステム 

 有効な支援サービスに関する考察を進めるために、実践的なサービスの先行

研究に注目する。全ての経済的交換はサービスが基になっていると Vargo and 

Lusch は指摘する。サービスは他者、或いは、自分の便益のために、行動やプ

ロセス、パフォーマンスを通じて自らの能力を活用することと彼らは定義し、

Service Dominant Logic (SDL)を主張した[83-86]。ドミナントロジック（支配

的論理）とは、世界に対する共通の見方、人間活動の見方を指す。これまでの

ドミナントロジックは主としてモノ中心のロジック(Goods Dominant Logic)で

あり、それに代わる新しい見方として、サービス中心のロジックに注目が集ま

っている[87-91]。 

 

表. 1 SDL の基本前提(Foundational Premises) 

 

 SDL の基本前提を要約すると表 1 のようになる[73,92]。SDL においては、消

費者と提供者による価値共創が肝心である[93-95]。消費者が積極的に参加する

ことによって、提供者は生産性が高められる[96]。消費者視点としては、参加す

ることによって、満足度が高まることが挙げられる[97]。サービス活動は、ある

資源から成り立つシステムとシステムが価値を共創することであり、その価値

FP1 サービスは交換の基盤である 

FP2 
サービスはモノや貨幣、機関等の複雑な組み合わせを通じて提供され

る 

FP3 モノはサービス提供の手段である 

FP4 

共創を促し、その質を高めていくためには、顧客を働き掛けられる存

在としての operand resources として見るのではなく、例えば企業に

働き掛ける存在としての operant resources として認識することが重

要である 

FP5 全ての経済活動は、サービスを基にしたサービス経済活動である 

FP6 顧客は常に価値の共創者である 

FP7 
サービスの提供者である企業は、その受容者である顧客に価値を与え

ることはできず、提案するだけである 

FP8 サービスにおける中心的な価値観は、顧客との関係性である 

FP9 全ての社会的、経済的な活動主体は資源統合者である 

FP10 
価値は常にその便益を享受した者によって独自に見出されるものであ

る 



17 

 

はシステムの良い状態を形成することである。共創の過程では、使用による価

値(Value in Use)を高め合うことが重要であり、金銭に代表される対価としての

交換価値(Value in Context)がその価値形成に関係している[98]。 

 SDL における資源とは、消費されるための operand resource とそれを使用す

るための operant resource であり、後者は主に知識と技能を指している。しか

し、本来的に資源の概念はより多様である。例えば、人間集団が形成するコミ

ュニティも生活に安心・安全、或いは、生き甲斐という無形の価値を提供・醸

成する資源として見なすこともできる。サービスにおいては、こうした多様な

資源が意識・無意識の内に存在し、我々の生活を支え豊かなものにしている。

したがって、これらの資源に悪影響を与えることは人間の厚生に影響する。ゆ

えに、資源の多様性を踏まえた上で、サービスにおける資源統合やサービスの

結果を再検討する必要がある。 

更には、こうした資源統合や価値共創のより良いやり方を考える上で、持続

可能性の視点を持つことは極めて重要である。レベルや適用範囲は異なるもの

の、資源をサービスシステムとして統合することは、次世代の価値共創の可能

性を奪う危険性を常に持っているからである。その点、これまでのサービス研

究では、積極的な意味で資源を保持し、その能力の持続可能性を考える研究は

十分になかった。 

これに対し、成熟したサービス経済において必要な中長期的な価値概念とし

て、資源を保持することによる価値(Value in Keep)が提案されている[99]。これ

は、単に資源の保護を意味しない。資源が統合されることで発揮される能力を

将来に渡り保つことが重要であり、そのためには資源の単なる保護だけでなく、

ある資源を効果的に代替する新しい資源の開発を含め、Value in Keep を形成し

ていく必要がある。 

農耕を中心とした生活が、一定地域での定住化を促進したことで、農村社会

としての地域コミュニティが成立するようになった。今日では、その農村社会

としての中山間地域において、過疎化と少子高齢化に伴う人口減少や産業の空

洞化によるコミュニティ機能の低下が懸念されている[100]。それに対して、信

頼や信用を交換する交換価値としての地域通貨を活用することや、観光産業を

通して外部の人間に情報発信をするという共通目標を掲げることによるコミュ

ニティ活性化が注目されている。 

他には、生活における持続的な信頼関係を活用した例として、地域通貨が挙

げられる。地域通貨は、信頼を基盤としたサービスの活性化と通貨の交換の促

進を通じて、信頼関係と互酬性のネットワークを構築し、地域内での循環によ

る地域経済の自律的な成長を目的としたものである[101]。地域通貨導入の意義

や目的、利用方法等について、宣伝、教育していくことにより、住民に対して、
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地域重視の価値観を高めていけると考えられる[102]。Value in Keep の観点か

ら見ると、安心・安全という無形の価値を生み出す資源として、地域通貨が地

域コミュニティの人間関係を活用するための operant resource と見なすことも

できる。 

また、観光によるまちづくりの分野においても、これまで企業と顧客、或い

は、ホストとゲストという一方向の見方から、個人と個人の双方向ネットワー

クと捉え直す動きがあり[103]、これは SDL の考え方に通ずる。観光学の観点か

ら、持続的なサービスを実現するには地域住民の参加が重要であると言われて

おり[104]、この点からも、Value in Keep を考える上で、人々を動機付けるリ

ーダーシップのような概念の必要性が指摘される。 

 このように、サービスの価値共創に関して、消費される operand resource を

活用するための operant resource は、特に人間の厚生に関する価値を高める場

合、知識と技能だけでなく、より多様となる。複雑なサービスシステムにおい

て、人間の厚生に関するより質の高いサービスを構築していくためには、自然

生態系やコミュニティ、人間の関係性、更には、それらを取り巻くマクロ環境

の視点を含めていく必要がある。そのために、持続的な資源統合のマネジメン

ト手法を明らかにし、サービスシステムが持続されることによって、人間の厚

生にどのような効果が与えられるのかを研究することが重要である。 

 

 

2.3 ミクロ組織論 

2.3.1 心理学的動機付け理論 

 最後はミクロ組織論の観点から、先行研究を通じて地域活動をする組織につ

いて考察する。特に、地域住民を地域活動に参加させる動機付けの理論に注目

する。動機付けとは、相手に対して活動への意欲を喚起する働き、つまり、目

標を指向する自発的行動が、どのように生起し、方向付けられ、持続するのか

に関して説明する概念である[105]。本来、動機付けの概念というのは、第三者

から強制的に行使されるものではなく、個人の自発的行動を引き起こすもので

ある。 

 例えば、Robbins は動機付けを「何かしようとする意志であり、その行動が

できることが条件付けとなって、何らかの欲求を満たそうとすることである」

と定義している[106]。また、Vroom は動機付けとは「自主的活動の代替的形態

間における個人、或いは、低次の有機体によって作られる選択を統制するプロ

セスである」と述べている[107]。すなわち、人間は何らかの動機に基づいて自
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発的な行動をするが、その動機の正体や選択の心理的メカニズム、更に行動主

体が結果としてどのような経験を得るのかを動機付け理論では問題にしている

[108]。 

動機付けの連鎖、つまり、動機付けのプロセスは、要求、誘因、動機傾向、

モチベーションの喚起と続く[109]。要求(demands)は、主に生理的要求（飢え、

渇き、血糖値の低下等）と社会的要求（指示、命令、承認、期待等）の２つに

分類できる。要求は喚起されたモチベーションを高めることに貢献するが、も

し、要求があまりに高いレベルに達すると、むしろネガティブな影響を及ぼす

ことになる。 

誘因(incentives)とは、人々が追求するか、或いは、回避しようとするかを導

く、環境ないし環境と個人の関係の感情を喚起する安定的な特性と定義される。

誘因は、特定の時間や場所に限定されないという点で要求と差異がある。更に

誘因には、金銭的誘因と非金銭的誘因とがあり、非金銭的誘因は金銭的誘因の

強度を低くし得ることが示唆されている[110]。 

 動機傾向(motive dispositions)とは、予測される目標の状態、或いは、自然な

誘因を巡って作り上げられる諸関係のネットワークの強度における個々人の差

を示すものと定義されている。そして、主要な動機として達成動機、パワー動

機、親和動機、回避動機の 4つがある。最後に喚起されたモチベーション(aroused 

motivation)とは、ある動機と関連性の深い一部の誘因に対応する要求、或いは、

喚起を促す合図と関連する動機傾向を満足させる仕方で行動を促すものである

とされている。喚起されたモチベーションには、意識されたものと意識されな

いものとがある。 

 動機傾向における達成動機とは、物事に真剣に取り組み、その課題をきちん

とした形で達成しようとする動機である[111-113]。達成動機の高い人は、成功

確率が 50%の時に最も高い達成意欲を示す。これと同時に、達成動機の高い人

がチャレンジを含む方法へと進む傾向を持つことも示唆されている。達成動機

の高い人が中程度の困難度を伴う課題を好む理由は、自分の努力を明確に認識

できるからであるとされる。このことは、自らの努力のフィードバックを求め

る傾向が強いことを示し、成績等のフィードバックが得られる状況下での仕事

を好むことが特徴的である。また、自らの能力やその結果としての成果に熱中

するあまり、対人関係についての感受性を発揮できないという特徴も備えてい

る。 

パワー動機は、他の人達に影響を及ぼすことを目指す動機や欲求のことを指

す。パワー動機の高い人は、攻撃的、または、独断的傾向が強いとされている。

しかし、パワー動機の高い人が攻撃的な行動を取るかどうかは、技能、或いは、

習慣や価値観のような他の行動決定要因に影響を受けると考えられる。そのた
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め、パワー動機が高いことが現代社会において制御され抑制される攻撃性に結

び付くとは限らない。 

パワー動機の高い人は、世間から一般的に反社会的であると思われることか

ら、自らを否定的に捉え、多くの感情的な問題を抱える傾向がある。行動的特

徴としては、より社交的なやり方で影響力を発揮するために、公的に影響力の

ある仕事を求める傾向や、自分自身を力強く見せるために、自らの権威を示す

ような力のシンボルを集める傾向がある。 

親和動機とは、他の人達との肯定的で影響力を伴う相互関係の構築、維持、

修復への意欲のことである[114-115]。親和動機の高い人にとって、非常に重要

な対象は人間そのものである。彼らは、熟練者より友人を仕事仲間として優先

し、課題の遂行よりもグループの協力関係に関するフィードバックをより好む。

更に、親和動機には男女差があり、他者を否定的な言葉で説明しない傾向があ

る。そして、回避動機とは、物事を何らかの理由で回避しようとする動機のこ

とである。主に、一般的な不安感、失敗への恐れ、拒絶されることへの恐れ、

成功への恐れがあるとされている。 

 動機付けの概念が、第三者から強制的に行使されるものではなく、個人の自

発的行動を引き起こすものであるということを考慮すれば、本研究において対

象となるのは、内発的動機付けである[116]。内発的動機付けは、これまで教育

学で多く議論されて来た[117-118]。他にも、モラル・ハザード問題[119]や観光

分野[120]においても適応されているが、地域活動への参加に関する動機付け研

究は十分にない。 

 内発的動機付けは、自律性を持ち、当該活動自体を目標とし、その活動に従

事することが快であり、課題を達成すれば有能感を感じさせる動機付けである。

内発的動機付けを高めるには、一緒に行動する中で、活動そのものに備わる快

感情の体験と、課題を自ら課しているとする認知の変化が必要であると考えら

れる[121]。すなわち、自発的な参加を促進し、体験を通じて活動が自分に快感

情を与えてくれるものであると「自分ごと化」することによって、内発的動機

付けを高められることができる。したがって、一緒に行動し、「自分ごと化」を

促進するような環境を作ってくれるリーダーシップに注目する必要がある。 

 更に、内発的動機付けにおける有能感に関連して、自己効力感という概念も

重要である[122-125]。自己効力感とは、社会的学習理論、或いは、社会的認知

理論の中核を成す概念の１つであり、個人がある状況において必要な行動を効

果的に遂行できる可能性の認知を指す[126]。ある問題や課題に対する自己効力

感を自分がどの程度持っているかが、個人の行動の変容を予測し、不適応な情

動反応や行動を変容させると指摘されている[127]。すなわち、自己効力感が高

まることによって、動機付けが喚起されると言える[128]。 
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 自己効力感に関して、障害者や高齢者を対象にした研究もある[129-130]。こ

れらの研究においては、自己効力感が生活の質を向上することに貢献し得るこ

とが議論されている。しかしながら、自己効力感が内発的動機付けを喚起し、

地域活動への参加を促進していることについての研究は十分にない。したがっ

て、地域の公共福祉サービスを研究する上で、自己効力感と内発的動機付けの

関係性を明らかにすることが必要である。 

 また、内発的動機付けが知識創造を促進するとする研究もある[131･132]。堀

江らは、内発的動機付けが知識提供の直接の要因になるとともに、価値ある知

識の保有から知識提供を媒介する要因としての役割を指摘している。しかし、

サービスの文脈において、内発的動機付けがどのように影響するのかを明らか

にした研究は十分にない。 

 これらのことから、地域の公共福祉サービスにおいて、住民の地域活動への

参加の動機付けが重要であることが示された。特に、サービスプロセスにおい

て、知識の創造及び共創がどのように内発的動機付けに影響を与え、価値共創

に変化をもたらすのかを明らかにすることが重要である。それと同時に、内発

的動機付けを促進することによって、活動主体に持続的な積極参加を促すため

のサービスマネジメント手法を明らかにすることも必要である。 

 

 

2.3.2 リーダーシップ論 

動機付けを促進する概念として、リーダーシップ論がある。リーダーシップ

の研究は、これまで影響力の構造、相互作用の形態、リーダーシップの量的・

質的効果、リーダーシップの個と集団への影響、リーダーシップの教育効果、

リーダーシップがもたらす負の影響に注目されていた[133-134]。リーダーシッ

プ研究の初期では、リーダーの特性や行動と業績の関係についての研究が中心

であった[135-137]。 

リーダーの行動に注目した研究として、リーダーシップ PM 理論が有名であ

る。PM 理論は、1950 年代からスタートした研究をベースに、三隈らによって

確立されたものである[138-139]。リーダーシップ PM 理論においては、集団の

機能的要件としての集団目的達成機能及び集団維持機能に基づいて、前者を促

進するリーダーシップ行動をリーダーシップ P 機能(Performance function)、後

者を促進するリーダーシップ行動を M 行動(Maintenance function)と称する

[140]。 

P 機能は目標設定や計画立案、指示、叱咤等により、成績や生産性を高める能

力を指し、M 機能は集団の人間関係を良好に保ち、チームワークを強化、維持
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する力を指す。リーダーシップ PM 理論では、P 機能と M 機能の 2 つの能力要

素の強弱により、リーダーシップを PM 型、Pm 型、pM 型、pm 型の 4 つに分

類している。PM 型は、生産性を高め、目標を達成する力もあり、集団を維持し

てまとめる力があるリーダーの理想像とされ、一方で pm 型は、生産性を高め

ることができず、目標を達成する力も弱く、集団を維持し、まとめる力も弱い

リーダー失格タイプとされている。 

その後、フォロワー特性や組織特性といった状況要因が考慮されるようにな

り[141-144]、状況要因によってリーダーシップと業績の関係が違うことが指摘

されるようになった[145]。更に、１９８０年代になると、リーダーシップの感

情的及び象徴的側面に焦点が当てられるようになり、フォロワーに対して、自

己の利益を超越してチームの利益に貢献するように影響を及ぼすリーダーシッ

プを明らかにしようとする研究が多くなった[146-147]。これは、変革型リーダ

ーシップ[148-149]と呼ばれ、現在のリーダーシップ研究においても１つの主流

となっている。 

 変革型リーダーシップがチーム効力感を高めることに注目した研究がある

[150-151]。チーム効力感とは、目標達成のために必要となるチーム・メンバー

間に共有された信念である[123]。チーム効力感は、チーム・メンバーのチーム

に対するコミットメント、努力のレベル、課題に対するアプローチの方法、逆

境における忍耐力に重要な影響を及ぼし、結果的に、チーム業績に正の影響を

及ぼす[152-153]。 

 そして、２０００年に入ってから、この変革型リーダーシップの基底と位置

付けられて、議論が活発化している概念がオーセンティック・リーダーシップ

である[154-155]。オーセンティック・リーダーシップは、日本語に訳せば、真

のリーダーシップや本物のリーダーシップと意味であり、リーダーとフォロワ

ー両方の自己認識や自己制御などの振る舞いに良い影響を与えるリーダーシッ

ププロセスのことであり、自己認識・内部化された道徳観・公正な情報処理・

関係の透明性という 4 つの特徴を持つとされている[156-157]。 

 自己認識(self-awareness)とは、自分の長所も短所も客観的に把握することで

あり、内部化された道徳観(internalized moral perspective)は一貫した価値観の

下での道徳的判断が可能であるということを指す。これは、自分の価値観、思

考、動機等、本当の自己に従って行動することである。そして、公正な情報処

理(balanced processing of information)とは、自分に不都合な情報であっても、

それを直視することができることである。最後に、関係の透明性(relational 

transparency)とは、公平な人間関係の構築・維持、言行一致に努めることであ

る。他者との関係において、オープンさと正直であることに価値を置き、それ

を実行することが重要である[158-159]。 
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 オーセンティシティ(authenticity)の概念は、ギリシア哲学にルーツを持ち、

「自分自身に正直であれ」という格言に端を発すると言われている。オーセン

ティシティの概念がリーダーシップと初めて関連付けられて登場したのは、社

会学と教育学の分野における研究である。社会学者のシーマン(Seeman)は、反

オーセンティックについての概念的、経験的な研究から、人がリーダーとして

の公の役割から生まれる要求に過剰に従おうとすることを反オーセンティック

と考えた[160]。その後、Henderson and Hoy が、教育の分野のリーダーシップ

におけるオーセンティシティについて研究し、人がリーダーの役割に関する既

成概念やリーダーに対する要求に過剰に応じている時を反オーセンティックと

定義した[161]。 

したがって、オーセンティック・リーダーシップとは、自分自身に正直なリ

ーダーシップと捉えることができる。オーセンティシティとは、リーダーとし

て自分をありのままに表現することでもなく、また、リーダーに対する要求や

役割に過剰に応じることでもない。様々な経験の積み重ねを通じ、本当の自分

とリーダーへの要求とを自分自身の中で融合させる、すなわち、リーダーとし

て自分らしさをマネジメントすることが必要とされるものであり、その結果、

周囲から本物のリーダーとして認められるのである。 

  オーセンティック・リーダーシップにおいて、重要な概念の１つにポジティ

ブな組織行動(Positive Organizational Behavior: POB)がある。ポジティブな組

織行動とは、パフォーマンス向上のために開発が可能、且つ、効率的なマネジ

メントが可能な、応用される人間の資源としての心理的な能力と定義される

[162]。具体的な POB として、自信、希望、楽観、幸福等が挙げられる。更に、

オーセンティック・リーダーシップ理論ではリーダーの個人的な資源として、

ポジティブな心理的資本が挙げられている[163]。したがって、オーセンティッ

ク・リーダーシップはポジティブ心理学の考え方を理論のベースとしており、

ポジティブな組織行動や心理的資本は、本理論の重要な特徴となっている

[164-165]。 

 更に、POB における自己効力感の役割も明らかにされている。そこには、ポ

ジティブな選択、精力的な努力、忍耐力、ポジティブ思考パターン、ストレス

への抵抗の 5 つの利点がある。ポジティブな選択とは、新しい課題や挑戦的な

課題というように常に積極的に自分の周りを見ることで、精力的な努力とは、

課題の達成に向けて努力すること、忍耐力は少々の障害にもめげず、課題達成

に向かって努力することである。ポジティブ思考パターンは、成功をイメージ

し、自分へのポジティブな自己対話を持つことで、ストレスへの抵抗は、高い

自己効力感を持つ人がストレスの多い状態でも自信を持って事に当たることが

できるとされる。 
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 そして、オーセンティック・リーダーシップの成果として、フォロワーの理

性的な幸福を高める研究[166]も既にあり、オーセンティック・リーダーがどの

ようにフォロワーの態度や行動、パフォーマンスに影響を与えているのかにつ

いての基礎的なモデルも議論されている[167]。そのモデルでは、オーセンティ

シティに関して重要な点が、自己を知り、受け入れて、自己に対して忠実であ

ることと主張されている。 

また、オーセンティック・リーダーとフォロワーの発達モデルから、フォロ

ワーのパフォーマンスの持続を明らかにした研究もある[168-169]。しかし、地

域社会のための公共福祉サービスを実践している活動主体に対して、オーセン

ティック・リーダーシップがどのように影響するのかについて明らかにした研

究は不十分である。したがって、オーセンティック・リーダーシップがどのよ

うに活動主体の持続的な動機付けを実践しているのかを明らかにすることが重

要である。そのためには、価値共創を促進するサービス関係におけるオーセン

ティック・リーダーシップの特徴とフォロワーの動機付け要因の関係性を明ら

かにすることが必要となる。 

 

 

2.4 第 2 章のまとめ 

 本章では、3 つの観点からの先行研究調査によって、厚生価値共創サービスに

関する研究の必要性及びその論点を整理した。公共福祉論の観点からは、地域

活動への積極参加を促進するための当事者意識を住民に持たせる概念として、

「自分ごと化」を促進することが重要であることを示した。互酬性ネットワー

クへの積極参加を促す「自分ごと化」が住民同士の知識共創を促進し、信頼感

の高まりから住民の地域活動への参加動機付けが喚起させることを明らかにす

る研究が必要である。 

次に、サービスマネジメント論の観点から、先行研究を考察した。そこでは、

公共福祉サービスを人間の厚生という成果物に注目する TSRの視点で分析する

ことが重要であることを示した。特に厚生に関する価値の中でも、アクセス性

の向上という価値に注目する分析視点から、公共福祉サービスへのアクセスを

支援する厚生価値共創サービスに関して、持続的な資源統合によるサービスマ

ネジメント手法を分析することが重要である。 

 最後に、ミクロ組織論の観点からは、動機付けを促進することによって、活

動主体に持続的な積極参加を促すためのリーダーシップを明らかにすることが

必要であることを示した。厚生に関する価値を高める活動に対して、積極的に

参加させるようなリーダーシップ手法を明らかにするには、厚生価値共創サー
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ビスにおいて、オーセンティック・リーダーシップがどのように動機付けに影

響を与えているのかを明らかにすることが重要である。 
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第 ３ 章 

石 川 県 能 美 市 に お け る 高 齢

者 の 購 買 行 動 意 識 調 査 

 

3.1 調査手法 

3.1.1 調査対象及び体制 

 本研究では、需要主体の購買行動における課題及び需要把握を把握し、彼ら

が積極的に厚生価値共創サービスシステムに参加するようになるために、どの

ように動機付けるべきかを明らかにするために、購買行動に関する支援サービ

スが必要な高齢者に対して、半構造化面接法による聞き取り調査を実施した。

本章では、その調査の分析を中心に、市内で実施された高齢者に対する日常生

活や購買行動に関する質問紙調査も併せて分析することで、高齢者の購買行動

における現状と課題の把握及び動機付け要因の分類をする。 

 尚、本調査は分析手法にグラウンデッド・セオリー・アプローチを用いてい

る[170-173]。グラウンデッド・セオリー・アプローチの利点は、データに密着

した継続的比較分析法によって、人間と人間の直接なやり取りに関する社会的

相互作用の説明的理論を構築できる点にある。 

 修正版 M-GTA は、データの切片化をせず、代わりにデータの分析法を、独自

のコーディング方法と研究する人間の視点とを組み合わせており、面接法を用

いた調査に有効であるとされている。そして、解釈の多重的同時並行性を特徴

とし、分析作業を段階分けしない。データの解釈から概念を生成する時に、類

似例や対極例を検討するだけでなく、同時にその概念と関係すると推測される

未生成の他の概念をも検討する。推測的、包括的思考の同時並行により、理論

的サンプリングと継続的比較分析が実行しやすい。 

 聞き取り調査は、石川県能美市に住む購買行動支援が必要となる 65 歳以上の

高齢者を主な対象とした。その内訳は、65 歳以上が 86.2%で、65 歳未満が 13.8%

である。高齢者の定義は、一般的に年齢を用いて定義することが多いが、例え
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ば、国連では 60 歳以上を高齢者としているのに対し、WHO では 65 歳以上を

高齢者としており一定ではない。そして、理論的サンプリングを通じて、年齢

で区切ることが適切ではないため、本調査では対象者を石川県能美市に住む購

買行動支援が必要となる高齢者とした。 

能美市は現在、3 地区 78 町が存在しており、本研究では、北陸先端科学技術

大学院大学の学生 4 名が調査員として別れて、根上地区、寺井地区、辰口地区

の 3 地区、合計 21 町に対して聞き取り調査を実施した。内訳は、根上地区 6 町

23 世帯、寺井地区 4 町 33 世帯、辰口地区 11 町 80 世帯で、合計 136 世帯ある。

聞き取り調査から、対象者と対面した時に書き取った調査ノートと会話の様子

を録音した定性的データを得た。 

 本調査を開始するにあたって、2013 年 11 月 19 日に、市役所職員と市内で購

買行動を支援するサービスを実践している 2 つの地域団体の関係者を招いて、

キックオフミーティングを実施した。この 2 つの地域団体については、次章で

詳述する。このミーティングでは、調査を実施するに至った経緯、調査におけ

る目的や概要、そして今後の計画を説明し、参加者に聞き取り調査に関するア

ドバイスを求めた。最も重要なアドバイスは、学生だけで現場に出て調査を実

施するよりも、市役所職員や町会長と一緒に回った方が、地域住民からの意見

を得られ易いというものであった。 

 それを受けて、実際の調査では、市役所職員や社会福祉協議会を通じて、町

会長とコンタクトを取り、町内会や地域で顔が広い住民と共に家庭訪問形式で、

聞き取り調査を実施した。顔を見知った相手が一緒について回ることと、前以

て購買行動に困難を抱えている可能性が高い高齢者を予想していた効果で、調

査依頼を断られることは少なかった。また、町内会関係者の協力を得て、いき

いきサロン等の高齢者が多く集まる場にも参加して聞き取り調査を実施した。

いきいきサロンとは、各自治体が実施する高齢者の健康促進と交流を目的とし

た会合である。その具体的内容や活動頻度は各自治体によって異なるが、活動

場所は各町内会の公民館やコミュニティ・センターが主である。 

 調査を実施するにあたって、「買い物支援政策提言に関する調査：ご協力のお

願い」という表題の調査依頼書を対象者に配布した。そこには、本学の住所と

調査員の氏名及び連絡先を記載し、調査の要点として本調査が市内の「買い物

の需要に関する聞き取り調査」であることと「調査結果を基に、能美市に買い

物支援の政策を提言」することを強調した。高齢で視力が低下している対象者

が多いため、この 2 点を書面でもフォントサイズを変更する等して強調する工

夫をした。 

 また、この聞き取り調査に加えて、本論文では能美市市民生活部地域振興課

が能美市の中山間地域 8 町会の集合体の総称である国造地区に対して実施した
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地域の共助意識に関する質問紙調査及び能美市寺井地区の石子町で実施された

高齢者の共助需要に関する質問紙調査と能美市が実施した市内での購買行動を

困難とする消費者に対する質問紙調査のデータも併せて二次的資料として分析

に活用する。 

尚、それぞれの実施期間及び対象人数は、国造地区に対する調査が 2013 年の

7~8 月頃に実施され 717 世帯に配布した内、218 世帯からの回答を得た。回収

率は、30.4%である。続いて、石子町での調査は 2013 年 5~6 月頃に実施され、

63 世帯に配布して 60 世帯からの回答を回収した。回収出来なかった調査表は、

対象者が非在宅だったためである。 

最後に購買行動を困難とする消費者に対する質問紙調査は、2011 年 9 月頃に

実施されたもので、443 世帯からの回答を回収した。これらの調査が近年実施さ

れるようになったことからも、日本において購買行動の困難性が問題視される

ようになったことを受けて、能美市でもその社会課題に向けての対策を本格的

に開始していることが示唆される。 

 

表. 2 聞き取り調査の概要 

 概要 

調査対象 石川県能美市に住む購買行動支援が必要となる高齢者 

調査体制 北陸先端科学技術大学院大学の学生 4 名 

調査実施までのプ

ロセス 

 調査員による調査表作成 

 市役所職員と購買行動支援団体を交えてのキックオフ

ミーティング 

 町内会長や社会福祉協議会との打ち合わせ 

調査関連の定量的

二次データ 

 国造地区に対する共助意識に関する質問紙調査 

 石子町に対する共助意識に関する質問紙調査 

 能美市の購買行動を困難とする消費者に対する購買行

動状況に関する質問紙調査 

 

 

 

3.1.2 調査内容 

 半構造化面接法による聞き取り調査の内容は、最初に調査員 4 名によるミー

ティングにおいて、市内で先行的に実施された 3 つの質問紙調査の内容を参考

にして 10 個の質問が設定された。これを半構造化面接法によって、順不同で対

象者から自由に話を聞き、購買行動に対する意識調査を実施することとした。
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10 の質問の内容は、以下に示す通りである。 

 

1. 年齢・家族構成・健康状態 

2. 自分自身で購買行動をしているかどうか 

3. 購買行動における移動手段及び利用店舗 

4. 購買行動の頻度 

5. 購買行動にかかる所要時間 

6. 移動支援に対する考え 

7. 移動販売に対する考え 

8. 市のコミュニティ・バスに対する考え 

9. 購買行動中の会話 

10. その他の購買行動における課題 

 

 質問 1 及び 2 は、フェイス項目である。対象者の基礎情報としての年齢と健

康状態は、対象者の身体的な購買行動の難易度を示す。そして、家族構成を聞

くことにより、対象者が世帯の中で購買行動に関してどのような役割を担って

いるかを聞いた。この質問と後に続く他の質問を併せて分析することによって、

対象者の置かれている生活環境と社会関係資本といった重要な概念との関連性

も明らかになることが想定される。 

続いて、質問 3~5 では、対象者が日常的に利用している購買行動の手段につ

いて質問した。質問 3 では、普段利用する移動手段の選択理由や利用店舗を選

択する理由も聞いている。質問 4 は、各利用店舗に対する 1 週間、或いは、1

ヶ月における購買行動の回数を聞くとともに、1 回当たりの食料品購買量も聞い

ている。質問 5 の所要時間とは、店舗の滞在時間のみならず、店舗までの移動

時間も分けて聞いている。 

そして、質問 6~8 によって、対象者が購買行動の手段について抱えている課

題や需要を聞いた。移動支援や移動販売が聞き慣れない言葉である対象者も多

数いたため、移動支援に関しては市内での支援実践事例とともに他県のオンデ

マンドバスの事例を提示して、対象者の需要調査を実施した。移動販売につい

ても、市内の事例や生協等の有名な事例を提示して、対象者がイメージし易く

回答し易いことを心掛けた。 

質問 9 では、購買行動における会話の有無だけでなく、どのような会話をす

るのかという会話の内容についても聞いている。しかし、この質問に対して、

積極的に回答した対象者は少なかった。それは、この質問がプライベートに深

く関わるものであったことと、普段の会話内容を具体的には意識していない対

象者が大多数であるということが理由であると考えられる。 
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最後に、質問 10 でその他の対象者が抱える購買行動における課題について質

問した。しかし、将来に対する不安はあるものの現状の選択可能な購買行動手

段をやり繰りして満足している対象者が多かった。そこで、需要について更に

多くのデータを得るために、聞き取り調査実施の初期段階から追加質問として、

「購買行動において楽しみにしていることは何か」という質問を設定して、調

査員全員に共有した。これにより、購買行動に対する動機付けに関するデータ

を多く獲得できた。 

 聞き取り調査において、対象者が高齢者で質問の意図が伝わりづらいことも

あるため、説明の際には、具体的な店舗名や商品名を出しての意思伝達が重要

であった。また、仰々しい調査に最初は警戒する地域住民も多かったが、調査

依頼書を渡すと共に、調査データの使用目的をしっかりと明示することにより

理解を得た。町内会長や町会関係者から説明をしてもらう場合もあった。 

 能美市市民生活部地域振興課による国造地区に対する質問紙調査は、16 の質

問からなる。質問 1~3 がフェイス項目、質問 4 は共助の必要性を感じるか、質

問 5 が共助の必要性を感じる分野、質問 6 は共助の必要性を感じない理由を聞

いている。質問 7 から質問 15 までが、日常生活で困っていることや地域に対す

る共助参加の可能性を聞いている。最後の質問 16 は、その他意見の自由記述と

なっている。 

 石子町における質問紙調査は、質問 1 から質問 4 までがフェイス項目、質問 5

は近所からの声掛けの必要性を感じるかどうかを聞いている。そして、質問 6

は、日常の購買行動に関する支援の必要性、質問 7 から質問 15 までが日常生活

に関する支援の必要性を聞いている。地域振興課の質問紙調査が、どの分野で

の支援必要性を感じるのかと聞く質問であるのに対し、こちらは除雪や日常の

軽作業について、個別に必要かどうかを聞いている。 

 能美市の購買行動が困難な消費者に対する質問紙調査は、7 つの質問から成る。

質問 1 が自分で購買行動をしているかどうかであり、質問 2~4 が自ら購買行動

をしている対象者に対して、購買行動の頻度、利用店舗及びそこまでの移動手

段と所要時間を生鮮三品と生活必需品について、それぞれ聞いている。質問 5

は、購買行動に関して、移動支援・移動販売・宅配サービス・その他の中でど

れが最も充実していると考えるかを聞いている。質問 6 が購買行動に関して不

安に感じていることで、質問 7 が新たな行政サービスとして望むものは何かと

いう質問である。 
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3.2 分析手法 

 本研究では、購買行動の意識調査に関する分析を図 2 のように実行する。第 1

項では、本研究で実施した高齢者の購買行動意識調査を基に、能美市で実施さ

れた 3 つの質問紙調査によるデータから記述統計による考察を加えて、購買行

動状況を抽出し、高齢者がどのような購買行動に対する課題を抱えているのか

を明らかにする。そして、第 2 項では購買行動における動機付け要因の抽出を

して、高齢者がどのような動機付けによって購買行動をしているのかを分類す

る。 

 

 

図. 2 購買行動意識調査の分析手法概要図 

 

 

 

3.2.1 購買行動状況の抽出 

 本節では、聞き取り調査を通じて、どのように購買行動に関するデータを分

析するのかについて記述する。聞き取り調査の分析結果から、高齢者の購買行

動に対する動機付けの促進要因を記述するため、購買行動に関する課題と動機

付け要因を抽出することを重点的に分析した。分析には、QDA ソフトの 1 つで

ある MAXQDA を使用した。QDA ソフトの最大の利点は、複数のコード及びそ

れに対応する文書セグメント同士の間の関係構造をツリー構造で体系化して、

可視化させる点である。これは、概念モデルを図式化していく作業であると言

える[174-176]。 

 分析は、オープン・コーディングから軸足コーディングを経て選択コーディ

ングを実施してコードを整理した結果、「年齢」「家族構成」「健康状態」「手段」

「頻度」「時間」「会話」「課題」「社会関係資本」「動機付け」の 10 個のカテゴ

リーができた。本項ではまず、最初の 8 つのカテゴリーについて記述する。残
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りの 2 つのカテゴリーは、購買行動への動機付けを分類するために分析するの

で、次項で述べる。 

 最初に、「年齢」カテゴリーでは、60 歳から 79 歳までをそれぞれ 5 歳で分割

したコードに加えて、59 歳以下と 80 歳代と 90 歳以上のコードがある。今回の

調査においては、60 歳代が 34 人で全体の 23.5%、70 歳代が 61 人で 42%、80

歳代が 42 人で 29%である。また、これは世帯における購買行動を中心的に担っ

ている人物の年齢であるため、聞き取り調査の対象者だけでなく、その家族の

年齢も含まれている場合がある。 

 「家族構成」カテゴリーは、「一人暮らし」「夫婦」「上の世代の世帯と」「下

の世代の世帯と」「夫婦で上か下の世代の世帯と」「3 世帯以上」のコードから成

る。この中で最も比率が高かったのが「夫婦」で、36 世帯の 24.8%であったが、

2 番目に高かったのが「一人暮らし」の 30 世帯であり、能美市において一人暮

らしの高齢者が増えていることを示唆している。対象者の年齢層の影響で「上

の世代の世帯と」暮らしている世帯が 3 世帯だけであったが、それ以外のコー

ドは各 20 世帯以上おり、多様性を示した。しかし、3 世帯もが自分が高齢であ

るにも関わらず、更に親を介護しているという状況にある。 

 「健康状態」カテゴリーは、「健康」「不健康」「家族の介護」の 3 つのコード

から成る。「不健康」コードは更に、「上半身」「腰」「足」「病気」「過去の怪我」

「その他」のサブコードから構成される。家族の介護は、他の 2 つのコードと

は別次元のもので、聞き取り調査の対象者が健康か不健康かに関わらず、家族

（多くの場合が配偶者）が要介護認定を受けているか、大きな怪我をしている

世帯がコーディングされた。「健康状態」カテゴリーに属する153のコードの内、

72.5%ものコードが「不健康」のコードである。 

 「手段」カテゴリーは、「品物」「交通手段」「購買行動形態」の 3 つのカテゴ

リーに分けられる。「品物」カテゴリーは、対象者がどのような品物に対する購

買行動をしているかを表しており、「日用雑貨」「衣類」「食料品」「その他」と

いうコードから構成される。「食料品」コードは、更に「精肉」「鮮魚」「青果」

の生鮮三品と「その他」というサブコードを包含している。生鮮三品の中では、

「鮮魚」に関する言及が最も多かったが、これは石川県が日本海に面し、漁港

も近いという地理的理由からであると考えられる。 

 「交通手段」カテゴリーは、「自家用車」「歩き or 自転車」「能美バス」「その

他」の 4 つのコードから構成される。更に、「自家用車」コードには「自分で運

転」と「家族の運転」のサブコードがあり、「その他」コードは「タクシー」「バ

イク」「その他」というサブコードが構成している。今回の調査では、自分で運

転をする人が家族に運転をしてもらうと回答した人より 3倍多かった。また、「自

家用車」を利用すると答えた人は 100 人程おり、「歩き or 自転車」と「能美バ
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ス」と答えた人が同程度で、その他は 10 人以下であった。 

 「購買行動形態」は、「移動販売 or 宅配サービス」「移動支援」「直接店舗に

行く」の 3 つのコードで構成される。90%近くの対象者が「直接店舗に行く」

と答えている。「移動販売 or 宅配サービス」コードは、「生協」「個人経営の移

動販売」「商工女性まちづくり研究会」「通販」のサブコードを持つ。また、「直

接店舗に行く」コードは、「スーパーマーケット or 市場」「デパート」「ホーム

センター」「町内店舗」「肉屋」「魚屋」「コンビニ」「洋服店」「ドラッグストア

or その他」のサブコードから構成される。この中で、「スーパーマーケット or

市場」と「デパート」の合計が 72%を超える。 

 「頻度」カテゴリーは、「週 3 回以上」「週に 1~2 回程度」「週に 1 回未満」と

いうコードと「タイミング」というコードから成る。この 2 つは、別次元のも

のである。「タイミング」コードには、購買行動以外の目的で購買行動に出掛け

ることに関する回答がコーディングされており、「家族に会う」「他の用事のつ

いでに」「天候」「気分転換」というサブコードから構成される。この中で「他

の用事のついでに」だけがサブコードを持ち、それは「風呂」「病院の帰り」「仕

事」「その他」である。 

今回、調査を実施した対象者の中では「週に 1~2 回程度」コードに属される

回答をした人が最も多かったが、「週 3 回以上」コードや「週に 1 回未満」コー

ドに属される回答をした人も同程度観察された。そして、「タイミング」コード

に関しては、「家族に会う」コードと「他の用事のついでに」の「風呂」コード

の 2 つが再頻出だった。しかし、他のコードとの差はそれほど大きくはないた

め、特定の傾向はないと考えられる。 

 「時間」カテゴリーは、「移動」コードと「購買行動」コードに分類される。

「移動」コードは、店舗に辿り着くまでに移動にかかった時間が移動手段別に

コーディングされており、「徒歩」「自転車」「車 or バイク」「バス or タクシーor

電車」のサブコードがある。一方、「購買行動」コードは、「30 分未満」「30 分

以上 1 時間未満」「1 時間以上」のサブコードから構成される。「移動」コードに

関しては、「車 or バイク」コードがその大多数を占める。「徒歩」コードと「自

転車」コードの合計は「バス or タクシーor 電車」のコードとほぼ同じ数だが、

「車 or バイク」コードに関する回答はその 6 倍以上である。 

 「徒歩」コードと「自転車」コードは自力での近距離移動を表し、「車 or バ

イク」コードは自力での遠距離移動、「バス or タクシーor 電車」コードは公共

交通機関での移動を表している。「徒歩」コードと「自転車」コードが一定数あ

ったのに対し、バイクに属される移動時間に関する回答が僅かであったため、

それらは車と同じコードで処理している。購買行動にかかる時間としての回答

では、「30 分未満」コードと「30 分以上 1 時間未満」コードがほぼ同程度あり、
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「1 時間以上」コードに属する回答は、全体の 10%程度であった。 

 最後に「会話」と「課題」カテゴリーについて説明する。「会話」カテゴリー

は、「会話相手」と「会話内容」という 2 つのコードから成り立つ。また、「会

話相手」コードには、「友人」「家族」「店員」のサブコードがあり、「友人」サ

ブコードも「久しぶりの再会」コードと「近所」コードで構成される。一方、「会

話内容」コードに関しては、「近況報告」「挨拶」「購買行動」「不満」「趣味」「知

識共創」のサブコードがあり、更に「近況報告」は「地域のこと」「季節や環境

のこと」「自分や家族のこと」というサブコードから構成される。 

「課題」カテゴリーは、「生活に関して」「サービスに関して」「アクセスに関

して」という 3 つのコードから構成される。「生活に関して」コードには、「金

銭的な問題」と「老化の不安」という 2 つのサブコードがあり、「金銭的な問題」

には主に年金生活に対する不満について言及する回答が含まれ、「老化の不安」

は自分や家族が歳を取ることにより、身体的な不自由が増すことへの不安に関

する回答が主である。 

 「サービスに関して」コードは更に、「店舗に関すること」と「社会関係資本

の衰退」の 2 つのサブコードがある。「店舗に関すること」コードには、「需要

に合わない」と「広さ」の 2 つのサブコードがあり、「需要に合わない」コード

は、「生活環境に合わない」と「商品の質や種類に関すること」というサブコー

ドから成る。更に、「商品の質や種類に関すること」コードの中にも、「種類を

選べない」「欲しい商品がない」「商品の質が低い」の 3 つのサブコードを設定

した。 

 一方で、「社会関係資本の衰退」コードは、「信頼関係がない」と「地域の衰

退」の 2 つのサブコードから成る。「信頼関係がない」コードは、「人と」「事業

と」という 2 つのサブコードから構成される。「人と」の「信頼関係がない」と

は具体的に、将来的に家族に頼ることができない様子や町内での人間関係に対

する不信感に関する回答が含まれる。また、「事業と」の「信頼関係がない」と

は、主に移動販売や自分がこれまでに選択して来なかった購買行動形態に対す

る不信感に関わる回答を集めたものである。それに対して、「地域の衰退」コー

ドには、地域内店舗の撤退に対する不安や地域の施設や地理的な問題への不安

を訴えた回答を振り分けた。 

 「アクセスに関して」コードは、「交通に関すること」と「自分の能力につい

て」のサブコードに二分される。つまり、ここで言うアクセスの課題とは、交

通機関に関することだけでなく、高齢者自身の能力衰退による購買行動へのア

クセス困難性をも対象としている。具体的に、「交通に関すること」コードは「距

離 or ルート」「時間」のサブコードから成り、「自分の能力について」コードは

「車の運転が困難」「荷物」「難解」「身体的な障害」というサブコードで構成さ
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れる。 

 更に、「時間」コードには「数が少ない」と「生活リズムと合わない」という

サブコードがあり、「身体的な障害」コードも「目が悪い」「足が悪い」「記憶力

低下」というサブコードで構成される。「荷物」コードは、購買行動時の特に帰

路における重い荷物の運搬困難性に関する回答を集めた。「難解」コードは、サ

ービスの利用方法が複雑であることや説明が専門的であるという意見を振り分

けた。 

 



36 

 

 

図. 3 購買行動状況に関するコードツリー構造図 
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3.2.2 購買行動における動機付け要因の抽出 

 本項では、「社会関係資本」「動機付け」の 2 つのカテゴリーについて述べる。

この 3 つのカテゴリーに注目する理由は、社会関係資本と動機付けとの関連性

を見ることによって、購買行動に関する高齢者の動機付け理論を浮かび上がら

せるためである。元々、オープン・コーディングの段階では、このような分け

方ではなかった。 

それまでは、この 2 つのカテゴリーと「課題」カテゴリーが、「不満」と「目

的」という 2 つのカテゴリーの中に混在しており、軸足コーディングと選択的

コーディングのプロセスを通じて、最終的に 3 つの分類になった。そして、「課

題」カテゴリーは高齢者の購買行動における状況を表すため、前項で記述する

こととし、本項では残りの 2 つについて記述する。 

「社会関係資本」カテゴリーは、先行研究で見たように、「信頼」「ネットワ

ーク」「互酬性」の 3 つのコードから成る。本分析における「信頼」とは、サー

ビス提供者に対する信頼である。そこには、店舗でのサービスだけでなく、移

動サービスに対する信頼を示した回答も含まれる。続いて、「ネットワーク」と

は、近くに生活を支援してくれる人がいることに関する回答を示す。生活の支

援には、主に家族や親戚が近くに住んでいて頻繁に尋ねて来ることや近所から

野菜等の食料品を分け与えてもらえることが入る。「互酬性」とは、消費者がそ

のサービスを利用することによって、金銭的、或いは、身体的な利益を受け取

れることである。 

 最後に、「動機付け」カテゴリーについて記述する。「動機付け」カテゴリー

は、「他者のための行動」と「自己利益」という 2 つのコードで構成される。更

に、「他者のための行動」コードには「親和動機」と「人のために買う(パワー動

機)」というサブコードがあり、「自己利益」にも「ポジティブ獲得」「ネガティ

ブ回避」という 2 つのサブコードがある。「親和動機」コードには、購買行動時

における他者との交流が楽しい、或いは、それを目的としている回答が入る。

また、「パワー動機」コードには、人のために購買行動をすることに楽しみを見

出すという意見が中心的に選ばれている。 

 一方で、「ポジティブ獲得」コードは、「自己効力感」「機能の豊富さ」「物理

的な近さ」「商品選び」というサブコードから構成される。「自己効力感」コー

ドには、自ら購買行動を十分にしているので支援の必要性が薄いとする意見を

集めており、更に「自立への達成動機」「独自の移動手段」「自家農園」という 3

つのサブコードで構成される。 

「自立への達成動機」とは、自分でできることは自分でしたい、自分で商品

を手に取ったりお金を使ったりすることに楽しみを見出していることである。
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「独自の移動手段」とは、自分か家族かの運転に限らず、自分達が独力で購買

行動ができると認識、自負していることである。また、自分達の家庭で「自家

農園」をしているので購買行動の必要性が低いとする意見も一定数出たので、

これも「自己効力感」コードに含めることにした。 

 「機能の豊富さ」コードにおける機能とは、センの潜在能力アプローチにお

ける機能のことである。つまり、「機能の豊富さ」とは、潜在能力の高さを表し

ている。この「機能の豊富さ」コードは、更に「店舗の多さ」「アクセス手段」

「商品」の 3 つのサブコードに分けられ、「商品」コードは「種類が豊富」「質

が高い」「自分の好みとフィット」というサブコードで構成される。 

日常的に選択可能な店舗やアクセス手段が多いことは、直線的に購買行動の

消費者としての高齢者の潜在能力の高さを表している。また、日常的に利用し

ている購買行動形態において、選択できる商品の種類の豊富さや質の高さも潜

在能力の高さを表している。例えば、トマトという商品を買う際に、それが 1

種類の展示よりもミニトマト等、豊富な種類の中から質の高い商品を選べなけ

れば、その消費者は潜在能力が高く購買行動において自由であるとは言えない

であろう。 

「自分の好みとフィット」コードは、「質が高い」コードと意味合いが近いが、

高齢者が求めている商品は必ずしも一般的な意味合いでの質の高さとは同等で

なく、単にたくさんある味付けの中から高齢者が好む薄味の商品が展示されて

いるといったような意見が一定の割合で観察されたので、「質が高い」コードと

同一視せずに振り分けた。 

 「物理的な近さ」コードとは、利用店舗の選択理由として自宅からの近さを

挙げたものやバス停との距離が近いことにより利便性について回答したものを

振り分けた。「商品選び」コードは、購買行動時の楽しみとして商品を見て回る

ことや購買した商品の調理について想像することが楽しいという回答を集めた。

今回の調査対象者の半数近くが、このコードに属する回答をしている。 

 「ネガティブ回避」コードは、「ポジティブ獲得」コードと対比的な概念とし

て設定されており、「回避動機」コードのみで構成される。この作業は、グラウ

ンデッド・セオリー・アプローチにおける継続的比較分析による概念生成のプ

ロセスによるものである。「回避動機」コードは、「購買行動回避」「お金」「遠

慮」という 3 つのサブコードから成る。「お金」コードとは、制限された年金生

活の中での無駄遣いを回避する動機付けに関する回答のことである。そして、

「遠慮」コードは他者に支援を要請することを避けたいと考える様子の回答を

集めた。 

 「購買行動回答」コードとは、購買行動自体を可能ならばしたくないと考え

る回答のことであり、「義務からの解放」「外出」「時間短縮」の 3 種類のサブコ



39 

 

ードで構成される。「義務からの解放」コードとは、購買行動について義務感を

強く感じており、聞き取り調査時に購買行動をしたくないと訴えた回答を振り

分けた。「外出」コードは、購買行動だけでなく、外出そのものを回避したいと

考えている回答を集めた。「時間短縮」コードは、購買行動を仕方なく実行する

が、少しでも早く終わらせたいという考えを表明した意見のことである。 

 

 

図. 4 購買行動における社会関係資本と動機付けに関するコードツリー構造図 
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3.3 調査結果分析 

3.3.1 高齢者の購買行動における現状 

 本項では、高齢者の購買行動における現状、特に高齢者が購買行動に関して

どのような困難を抱えているかを明らかにする。前節で記述した聞き取り調査

のデータに、市内で先行的に実施された質問紙調査による記述統計の考察を交

えて、分析を進める。まず、国造地区で実施された質問紙調査において、最も

際立った結果を示したのが、「地域での助けあい（共助）は必要だと思いますか？」

という質問に対して、「ぜったい必要」と「どちらかというと必要」と答えた割

合が 96.3%だったということである。 

 「どちらかというと必要ない」や「必要なし」と回答した人の中で、「必要な

ことを頼める家族や親せきが近くに住んでいる」と回答をした人が皆無であっ

たが、「必要なことのほとんどは家族や親せきで行っており必要性を感じない」

といった自己効力感に関する回答や「人付き合いが苦手だから」「可能な限り人

の世話にはなりたくない」といった回避動機に関する回答が見受けられた。こ

のことから、日常生活における課題があるにも関わらず、積極的に支援を受け

入れる習慣がないことがわかる。 

 また、自由記述欄からは、「今の自分は車に乗れるし困っていないが、いずれ

乗れなくなった時にスーパーやコンビニなどの移動スーパーが来てくれると助

かる」といった老化の不安や空き家の活用等の地域の衰退についての意見があ

った。その理由として、この国造地区は中山間地域で、元々自分で食料を作っ

ている割合が多く、購買行動以上に切迫した生活課題が多くあったからだと考

えられる。 

 石子町に対して実施された調査でも、同様の傾向が見られた。日常の購買行

動に対して支援を必要としていると回答した人は、60 人中 3 人だけであった。

自由記述欄には、「以前より、色々と介入され過ぎて困っています。やめるよう、

お願いします」といった社会関係資本の衰退が見受けられる意見がある一方で、

数年後が心配で自助、共助、公助をしっかりして欲しいという老化への不安や

地域の衰退に対する心配の意見もあった。 

 購買行動の状況に関しては、能美市が実施した購買行動が困難な消費者に対

する質問紙調査が最も詳細に調査されている。調査結果として、「自分で生活必

需品や食料品を購入している」と回答した人は 438 人中 385 人で全体の 88%で

いた（図 5(a)）。また、購買行動の頻度は「週 2,3 日」と回答した人が最も多く、

206 人で 54%であった。「週 4,5 日」と「ほぼ毎日」と回答した人も含めると、

これは 79%にも上り（図 5(b)）、週 2 回以上購買行動をする人の割合が 66%で
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ある本研究における意識調査の結果とは異なる。このことから、本研究の方が

より購買行動に課題を抱えている人を対象としていることが示唆される。 

 また、生鮮三品に関する購買行動をする時の移動時間が質問紙調査では「10

分以内」が 67%と最も多く、「20 分以内」も合わせると 89%に上る（図 5(c)）。

これは、本研究における聞き取り調査においても同様の傾向が見られた。一般

的に、消費者は日常的な購買行動に対して、20 分以内で行くことができる手段

を選択する。聞き取り調査の結果からは、20 分以上かける場合は、購買行動が

主目的ではなく、他の目的で外出した時になる。 

 

 

図. 5 能美市「買い物弱者対策に係る調査結果」(2011)より 

 

 そして、聞き取り調査の結果から購買行動時における会話の内容についても

分類した。最も多かったのは、店舗先で久しぶりに再会した相手と近況につい

て話し合うことである。この時の内容は、自分や自分の家族に関することが中

心的であるが、地域住民に関する生活環境の変化や災害、季節の変化に関する

会話もある。 

また、久しぶりでない相手とは会話を通じて知識共創をしている。これは、

主に購買した商品に関する情報や商品の調理方法について話し合うことにより、
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新たな調理方法を創造することを指す。それ以外にも、地域に住む他の住民の

健康状態や近況についての話を通じて、これまでに利用して来なかった病院や

食料品店舗に関する知識を共有する場として、購買行動を活用している例があ

ることも明らかになった。 

そして、分析の結果から、高齢者の購買行動における困難性は、3 つの要因に

分類することが可能であることを明らかにした。それが表 2 の購買行動困難性

決定要因表である。高齢者がどのような要因によって、購買行動が困難となっ

ているかを明らかにすることで、適切な対処をすることができるようになる。

購買行動困難性決定要因には、大きく分けて生活要因・サービス要因・アクセ

ス要因の 3 つがある。 

 

表. 3 購買行動困難性決定要因表 

 

生活要因とは、高齢者が日常生活において大きく制限されているために、購

買行動までもが困難になっている状態を指す。これは、金銭理由と老化理由に

分けられる。金銭理由とは、収入が低いために購買行動を遂行することが困難

になることであり、この場合、安い食料品の提供が求められる。老化理由は、

老化によってこれまでと同じような購買行動が取れずに困難性を抱えることで

あり、購買行動に対する支援の提案が有効となる。 

 サービス要因とは、店舗先でのサービスの質や種類により購買行動が困難と

なっている状態で、店舗理由と信頼関係理由がある。店舗理由とは、店舗が広

過ぎることや目的の商品が手に入らないことを指す。この場合、消費者である

高齢者の需要に提供者としての店舗側が意見を取り入れて、柔軟に対応できる

ことが望まれる。また、信頼関係理由とは、店舗や移動手段を提供している事

要因 内容 

生活 

金銭 収入が低いために購買行動を遂行することが困難 

老化 
老化によってこれまでと同じような購買行動が取れ

ずに困難 

サービス 

店舗 
店舗が広過ぎることや目的の商品を手に入れること

が困難 

信頼関係 
事業者や地域住民との信頼関係がなくなったことで

購買行動が困難 

アクセス 

交通機関 生活リズムに合った公共交通機関の利用が困難 

能力 
購買行動サービスにアクセスする能力を減退するこ

とによって生じる困難 
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業者の対応が、高齢者の需要に合わないことであり、接客態度の変化や対応マ

ニュアルの作成等により購買行動の困難性が緩和される。 

 アクセス要因は、店舗にアクセスすることが困難である状態を示す。これに

は、交通機関理由と能力理由がある。交通機関理由とは、主に公共交通機関の

提供する移動手段が、高齢者の生活リズムと合わないことである。対策として

は、ルートの見直しや時間の変更等が考えられる。能力理由とは、高齢者が購

買行動サービスにアクセスする能力を減退することによって生じる困難性であ

り、利用方法の平易な宅配サービスが解決策の例として挙げられる。購買行動

困難性決定要因表の最大の利点は、高齢者の購買行動における困難性を 6 つの

理由に集約することができるとした点である。 

 

 

3.3.2 高齢者に対する購買行動の促進要因 

 本項では、聞き取り調査によるデータから明らかになった「社会関係資本」

と「動機付け」というコア・カテゴリーから、高齢者の購買行動における動機

傾向モデルを提案する。今回の調査より、高齢者の購買行動に関する社会関係

資本が「信頼」「ネットワーク」「互酬性」の 3 つに分類できることは、前節で

述べた通りである。そして、これらはそれぞれ、人間関係における持続性と相

互性によって分類される。 

 信頼は、持続的な働き掛けによって形成される。聞き取り調査から得られた

信頼に関するデータは、「いつも同じ店舗を利用していて、どこに何があるかわ

かる」や「いつも親切に細かい部分まで説明してくれて助かる」といった意見

があり、利用サービスに対して、高齢者が一方向的に強く肯定的な感情を持っ

ていることが特徴的であった。このことから、特定の他者から需要に適した情

報提供を持続的に得ることによって、高齢者はその相手を信頼すると考えられ

る。 

 一方で、ネットワークは相互的な人間関係が存在することを表す。高齢者の

購買行動においては、主に近くに親戚や家族等の支援者がいることを指す。具

体的なデータ事例としては、「電話でお願いすれば、近くに住む親戚に車で連れ

て行ってもらえる」や「子供が近くに住んでおり、週末にはここに来る」とい

ったものがある。すなわち、必要な時に支援してくれる人間がいるということ

であるが、ここに関係の持続性はない。 

 それに対して、互酬性とは持続的な相互性のある関係のことである。分析結

果から、このコードを持つ意見には、「そこで買うことによって、こちらの求め

ることも言えるようになるだろう」といったものや、「畑で作った野菜を代わり
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に売ってくれるなら、私も（その支援サービスを）利用したい」といったもの

がある。 

ここには、お互いに利益が生じるなら持続的な関係性を構築したいという思

いが存在すると考えられる。したがって、厚生価値共創サービスシステムへの

積極的な参加を持続的に促進するために、供給主体は需要主体と互酬性の関係

を形成することが必要であることが示唆される。そのためには、適切な情報提

供によって、需要主体からの信頼を得ることが重要である。 

 次に、これまでの分析結果から、動機傾向による需要主体の購買行動におけ

るタイプ分けモデルを提案する。これは、動機付け理論における 4 つの動機傾

向が、購買行動においては、他者と触れ合うことに動機付けが働くかどうかと、

商品を購買するという目的に動機付けられているかどうかの 2 つの軸で説明で

きることを表すモデルである。 

縦軸の商品購買意欲とは、購買行動の主たる目的である商品の購買に動機付

けられて、購買行動をしているのかどうかを表す。この軸の傾向が強いという

ことは、商品の購買というプロセスに強く動機付けられていることを示し、弱

いと商品の購買プロセスからは動機付けられていないことを示す。商品の購買

プロセスから動機付けられていないということは、商品の購買プロセス以外の

健康維持のための運動や他者と会うという目的で購買行動をしていることを表

している。 

横軸としての触れ合い意欲は、購買行動に他者を介在させることに動機付け

が働くかどうかを表す。この軸の傾向が弱いということは、他者を介在させな

いことに動機付けが働くということである。逆に、この軸の傾向が高ければ高

い程、購買行動に他者を伴う行動が動機付けられる。この場合における他者を

伴う行動とは、他者と同伴して購買行動をするだけではなく、他者のことを考

慮しながら商品の購買をするといったような、思考の中に他者を介在させるこ

とも含める。 

第 1 象限は、商品購買意欲と触れ合い意欲の両方ともが高い作用型の需要主

体である。このタイプの人は、強いパワー動機を持つ。パワー動機は、第 2 章

でも見てきたように、他者に影響を及ぼすことを目指す欲求のことである。こ

こでは、特に他者に対する友好的な働き掛けが重要である。そして、商品の購

買という商品購買意欲を通じていることも必要である。聞き取り調査から得ら

れたデータも、家族の喜ぶ顔を想像して食料品を購買するという意見が作用型

の代表的なものとなっている。 

すなわち、購買行動におけるパワー動機とは商品購買意欲に高い次元で触れ

合い意欲を融合させたものであり、社会関係資本と同様に共通目的の遂行及び

協調行動を導くという特徴を持っている。したがって、パワー動機を促進する
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ことによっても、社会関係資本と同様に地域活動への参加の促進の好循環を実

現することができると示唆される。購買行動における動機傾向の中では、この

パワー動機が地域活動、特に厚生価値共創サービスシステムへの参加促進に対

して最も重要である。 

 第 2 象限には、達成動機が強い自立型の需要主体が入る。達成動機は、高い

目標の達成に向かう意欲のことであり、前節で見たように、「自己効力感」と「機

能の豊富さ」というコードを持つデータを含む。ここでの自己効力感とは、自

立への達成動機、独自の移動手段、自家農園で表されるように、他者の助けを

借りずに自分の力で購買行動を始めとする日常生活を達成する認知のことであ

る。自立への達成動機は、自分の力だけで自立する意欲のことであり、独自の

移動手段や自家農園による食料自給手段を持つことは自力での生活の達成の認

知に繋がる。 

 機能の豊富さとは、高い潜在能力を求めることに働く動機付けのことであり、

自分の力で選択可能な食料品店舗や交通手段の多さ、または、自分の需要に合

った質の高い商品を選択可能であるかどうかによって機能の豊富さが表される。

この時、食料品店舗や交通手段が物理的に近くにあることも機能の豊富さに強

く影響する。 

このように自立型の需要主体は、他者との交流を求めていない。むしろ、支

援に対して否定的ですらある。そして、商品の購買という目的を自分の力で達

成することに動機付けが働いている。そのため、購買行動だけでなく、厚生価

値共創サービスシステムへの積極的な参加を促進するには、他者の触れ合い意

欲が商品購買意欲に好影響を及ぼすようにすることが必要である。 

 第 3 象限は、義務型の需要主体である。このタイプの需要主体は回避動機が

強く、触れ合い意欲も商品購買意欲も低い。すなわち、義務型の需要主体は、

購買行動において、他者との触れ合いを避けることに動機付けられ、商品の購

買にも意欲的ではない。彼らは、購買行動という生活に必要不可欠な行為から

逃避したがっている。具体的なデータには、日常の家事や仕事から解放されて 1

人になるために購買行動をしているといった意見や購買行動にはなるべく時間

や金銭を掛けずに、できれば購買行動をしたくないといった意見がある。 

コードとしては、購買行動をしたくないという「購買行動回避」と、限られ

た予算をなるべく掛けたくない「お金」と、他者の手を煩わせたくない「遠慮」

とがある。回避動機における「遠慮」コードと、達成動機における「自己効力

感」コードと一見同じもののように思えるが、商品購買意欲に向かう意欲が「自

己効力感」であり、「遠慮」は他者が介在する場合に、むしろ、商品の購買とい

う商品購買意欲から離れる。「購買行動回避」コードは、前節で見たように「義

務からの解放」「外出」「時間短縮」というサブコードを持つ。 
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 第 4 象限の交流型とは、親和動機の強い需要主体のことであり、他者と肯定

的な関係性を構築、維持、修復に意欲を持つ。ここに属される具体的なデータ

とは、食料品店舗で友人や知り合いと会うことが商品を購買するよりも大事で

あるとする意見や、誰かと一緒に購買行動に出掛けることが商品の購買よりも

重要であるという意見がある。 

このタイプの需要主体は、商品の購買という商品購買意欲にはあまり動機付

けされないが、購買行動という活動が他者との交流の機会になるため、購買行

動をしているというものである。すなわち、商品の購買よりも他者との交流に

重きが置かれている。したがって、交流型の需要主体に対して厚生価値共創サ

ービスシステムへの積極的な参加を促進するには、他者と協働して目的を遂行

することが、他者との更なる肯定的な関係性の構築に繋がると認識させること

が重要である。 

 

 

図. 6 動機傾向による需要主体の購買行動タイプ分け 

 

 

 

3.4 第 3 章のまとめ 
 本章では、支援サービスの需要主体の購買行動における課題及び需要を把握

し、彼らを厚生価値共創サービスシステムへの持続的参加を促進するために動
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機傾向による需要主体の購買行動タイプ分けを提案した。そのために、石川県

能美市に住む購買行動への支援が必要となる高齢者を対象にした半構造化面接

法による聞き取り調査の結果に基づき、能美市で先行的に実施された 3 つの質

問紙調査による記述統計を通じた考察を補足的に使用して分析した。 

分析の結果、高齢者の購買行動状況の把握として、購買行動における困難性

が 3 つの要因に分類できることを明らかにした。その購買行動困難性決定要因

とは、生活要因・サービス要因・アクセス要因の 3 つである。購買行動に対す

る支援サービスを実践するためには、対象者の購買行動困難性決定要因に合わ

せた支援方法が求められる。 

 そして、動機付けの分析から、支援サービスを必要とする需要主体を動機傾

向によるタイプ分けを明らかにした。このタイプ分けにより、高齢者がどのよ

うに購買行動に動機付けられているかが示される。購買行動に対する支援サー

ビスを持続的に実践していくためには、需要主体に積極的に価値共創に参加し

てもらうことが必要不可欠である。その積極的な参加には、需要主体のパワー

動機を促進することが重要であると示唆される。 
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第 ４ 章 

石 川 県 能 美 市 に お け る 購 買

行 動 支 援 組 織 の 活 動 事 例 調 

査 分 析 

 

4.1 事例Ⅰ：NPO 法人「えんがわ」 

4.1.1 組織の歴史 

 NPO 法人「えんがわ」がある能美市泉台町は、30 年程前に作られた。元々は、

能美市佐野町の山を開発して作られた土地で、佐野町の一部であった。開発か

ら数年の後に独立し、独立直後は新しい土地への期待から、佐野町や近隣から

の移住世帯が多かった。そして、現在では移住者の範囲が広がり、県外からの

移住者が多くを占めるようになった。しかし、その影響から住民同士の繋がり

が弱いことが指摘される。更に、この町を通る公共交通機関が限られており、

食料品店舗もないために、多く居住している独り住まいの高齢者が安心して暮

らせるようにするには、住民の絆の形成が必要である。 

 佐野町からの独立当時は、30~40 歳代の中年世代が中心となって町の整備を

推進していたが、町内会組織は多くの点で 30 年経った現在も当時の形式を踏襲

しており、人口比率等の町の変化に対応したものとはなっていない。泉台町に

おける最大の変化は、当時の中心であった中年世代が高齢化し、町に高齢者が

多く増えたことである。 

このような背景の中、2009 年に 6 代目の町内会長に N 氏が就任してから、「心

豊かな明るい住み良い町」[177]を目指して、町内会組織を再編する等、積極的

に町内会改革を推進した。そして、2011 年に町内会の有志による高齢者支援活

動の一環として、独り住まいの高齢者を対象にした購買行動の送迎支援を始め

た。この時、利用者から「庭の草刈り等の他のことも手伝って欲しい」という

声を受けて、NPO 法人を設立する必要性を感じた。 
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町内会の活動は、無償ボランティアが基本であり、それは作業者の善意に委

ねることになってしまうので長続きしない。これに対して、2012 年の 8 月に

NPO 法人「えんがわ」を設立して、市内の企業や住民から寄付金を募り、本格

的に持続可能なまちづくりに着手した。NPO 法人「えんがわ」の活動に賛同し

た法人及び個人が、賛助会員という形で寄付金を提供している。その寄付金を

作業スタッフに還元することで、有償ボランティアを成立させている。これに

より、NPO 法人「えんがわ」を設立したことにより、町内会だけでは実現でき

なかった支援活動を可能としている。 

 

 

4.1.2 活動概要 

 NPO 法人「えんがわ」の活動には、購買行動送迎支援の他にも様々ある。設

立当初から継続しているのは、草刈りや除雪、電灯の取り替え、雨樋の修理等

の家庭の軽作業である。自分で作業をすると怪我をする危険性が高いが、なか

なか他人に頼めずに困っている高齢者が多かった。 

 その後、活動の幅を広げ、元々町内会で開催していた体操教室も、NPO 法人

「えんがわ」の活動とした。これは、週に 1 回月曜日の午後に高齢者を対象に、

町外から講師を招いて 1 時間の運動を指導している。内容は、高齢者の怪我を

予防するためのストレッチが中心であり、利用者は月に 200 円の月謝を払うこ

とになっている。 更には、大学や博物館の職員と協力して、週 1 回の学習教

室を開催した。この学習教室では、国際文化理解や地域の歴史に関する授業が

提供された。 

 そして、週 1 回の購買行動送迎支援に加えて、週末に空き家を利用した店舗

販売も開始している。ここでは、近隣地域の農家から提供してもらった朝採れ

野菜が人気を博している。他にも、高齢者用の介護用品や日用雑貨も販売して

いる。 

 購買行動の送迎支援は、毎週火曜日の午後に実施されている。13 時に公民館

に集合して、そこから乗り合わせて片道 20 分程の距離にある大型ホームセンタ

ーの PLANT3 まで送迎する。そこで、利用者に 1 時間購買行動を楽しんでもら

い、帰りは荷物が重いので、それぞれの自宅の玄関まで送迎している。PLANT3

には、食料品だけでなく電化製品や衣類等もあるため、1 週間に一度の機会を利

用して、多くの商品を購入する利用者がたくさんいる。 

 購買行動送迎支援の利用者は、無料でこのサービスを利用できる。NPO 法人

「えんがわ」は、彼らに対して、賛助会員になってもらうことを促している。

賛助会員は、法人が一口 10,000 円からで、個人が一口 1,000 円からとなってい
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る。NPO 法人を設立してから 2 年足らずで、既に市内の 200 社以上の企業に営

業を展開し、100 社以上が会員となっている。 

 

 

4.1.3 共助促進要因の分析 

 NPO 法人「えんがわ」が地域内の共助を促進している要因は、主に 4 つ挙げ

られる。以下で、それぞれについて説明する。 

 

 活動への価格メカニズムの導入による市民参加機会の増加 

 知識共創に向けた仕掛けの内包 

 人的資源ネットワークの拡大 

 ハイブリッド地域経営による公民館への来館機会増加 

 

 まず、活動への価格メカニズムの導入による市民参加機会の増加とは、無償

ボランティアから有償ボランティアへと、サービスの報酬システムを変革させ

たことである。町内会組織では、予算制約の問題が常に活動を縛る傾向にある。

この事例では、法人化することによって、企業や町外住民からも寄付金を募る

ことができるようになり、予算の自由度が拡大した。住民が自律して NPO 法人

を設立することにより、人の厚意だけでなく、金銭が介在することで、お互い

の立場が明確になった。 

 NPO 法人「えんがわ」は、泉台町だけでなく、市内の他地区にも同様の共助

活動を展開することを目指しており、自分達のことを自分達で助け合うという

ビジョンが企業の高齢の経営層を始めとした多くの市民の共感を呼び、賛助会

員が増加している。予算ができたことで、作業スタッフに報酬を支払う有償ボ

ランティアのシステムが構築され、共助が持続可能と成り得る。また、地域住

民の立場からも、負担の少ない範囲での支払いが発生することで、支援を要請

することが容易になっている。有償ボランティアの方が利用者の精神的負担を

軽減できるという研究報告もある[178-179]。この対等の関係が住民同士の共助

を促進する。 

 知識共創に向けた仕掛けの内包は、会話の促進と当事者意識の保有促進の 2

つの要素で構成されている。会話の促進は、話題提供と場の提供が担っている。

同じ空間に定期的に集まる相手との間に共通の話題があると、お互いにとって

の会話障壁が下がる。また、利用者が地域内の生活環境に関する話題について

会話することによって、他者の情報も自分に関係するものとして認識するよう

になる。知識共創が促進されることにより、共助意識も高められる。 
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 そして、法人化することにより、町内会では難しかった町外の人的資源との

協働関係を可能にした。NPO 法人が、地域外からの人的資源を結び付けサービ

ス価値を高めるハブの役割を果たしている。人的資源のネットワークが広がっ

たことで、提供するサービスの価値が高まって、地域住民に対して共助活動へ

の参加が動機付けられた。 

 最後に、この事例では町内会と NPO 法人を組み合わせて、ハイブリッドな地

域経営を実践することによって、地域住民の公民館への来訪機会を増加させた。

公民館という場は、本来的には公共財であり、誰もが自由にアクセスできるも

のである。非排除性の高い公民館を拠点とすることが、共助促進の有効な手段

であると言える。 

 

 

4.2 事例Ⅱ：商工女性まちづくり研究会 

4.2.1 組織の歴史 

 商工女性まちづくり研究会は、能美市商工会の女性部が中心となって組織さ

れた団体である。商工会の内部組織である女性部は、商工業に携わる女性とし

ての教養と経営知識を深めていくこと、地域の活性化や地域における豊かな生

活環境を築いていくこと及び人の繋がりや和を広め、大切にしていくことを組

織の目的としている。主な活動内容は、講習会の開催、地域振興活動、奉仕活

動、広報・親睦活動である。 

市内の購買行動に課題を抱えている高齢者の増加問題に対して、地域振興活

動と奉仕活動の両側面から購買行動支援の必要性を感じ、問題解決に向けて動

き出した。中心メンバーは、商工会女性部の役員 7 名であるが、商工会女性部

の活動を推進する役員は任期があるため、購買行動支援のような活動を継続し

ていくことは難しい。そこで、商工会の資源を活用しつつ、外部資源も取り込

めるような組織形態を新たに構築した結果、商工会女性部のメンバーとキャリ

アコンサルタントと社会福祉協議会と北陸先端科学技術大学院大学の学生を加

えた研究会を発足、運営した。 

商工会女性部とキャリアコンサルタント、社会福祉協議会だけで開始した

2012 年に試験的に実施した 2 回の販売活動を経て、2013 年の 5 月から本格的

に毎月 1 回の移動販売を始動した。試験販売時には、利用者や地域住民への聞

き取りを実施し、彼らの抱える購買行動における具体的な課題を共有して、販

売地点や展示商品の内容を設定するために役立てた。継続的な活動をするにあ

たって、北陸先端科学技術大学院大学とも協力し、新聞や TV にも取り上げられ
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て、その認知度を高めている。 

 

 

4.2.2 活動概要 

 商工女性まちづくり研究会は、毎月 1 回の移動販売を鍋谷町に対して実践し

ている。鍋谷町は、能美市の辰口地区にある中山間地域の集落で細長く、町の

中央を通っている 1 本の道路から、ほとんどの世帯の玄関と繋がっている。そ

のため、短時間で全体を回れるため、移動販売に適している地形であると言え

る。 

商工女性まちづくり研究会は、町会長や町民、そして、社会福祉協議会と協

議を重ねた上で、鍋谷町の中で止まって販売する地点を 8 箇所定め、午前 10 時

から 11 時半頃まで各箇所を回って販売をしている。それから状況によって、近

くの緑台町や松が岡町の公民館にも移動販売をしている。それら近隣の町がい

きいきサロンや高齢者の集会のある日に合わせて活動している。 

 彼らは、商工女性まちづくり研究会オリジナルのピンク色のジャンパーを皆

で着用し、AKB48 の「会いたかった」をスピーカーから流すとともに、住民に

対して「こんにちは、皆さん。今月もやって来ました」と挨拶をする。最初は、

明るい服装の見知らぬ人間が大勢でやって来ることに不信感を抱いていた住民

も、移動販売を利用するに連れて、BGM を流しながらやって来る移動販売車が

毎回待ち遠しくなっている。 

取り扱っている商品は、商工会に登録している各店舗の商品である。主に、

スーパーマーケットの提供による食料品、お惣菜屋さんのお惣菜やお餅、雑貨

店の電池やティッシュペーパー等の日用雑貨、洋服店提供による衣類等がある。

これを軽トラックに詰め込み、到着地点に着くと荷台を開き利用者を招き入れ

る。1 週間分の購買行動をしていく利用者も稀にいるが、その日の昼食用の食料

を目当てに来る利用者が大半で、お惣菜が最も人気がある。 

 利用者には、買い物カゴや買い物袋を用意し、お会計をしている間にはお茶

や飴玉のサービスも提供している。また、社会福祉協議会の職員も同行してい

るため、高齢者の在宅確認や見守りも兼ねて、購買行動を楽しみながら近況報

告や雑談等の会話を多くしている。そして、足腰が弱い高齢者や車椅子の利用

者に対しては、購入した商品を自宅の玄関まで運んでいる。停止地点 1 箇所当

たり平均して 3 人程度の利用者がいるが、商工女性まちづくり研究会の活動が

徐々に鍋谷町の中でも浸透し、利用者数を増やしている。 

 毎回、利用者の希望商品を聞き取り、次回にその商品を提供するようにして

いる。そして、自らが用意した商品だけでなく、利用者が作った野菜や生花を
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受け取り、他地域に販売している。商工女性まちづくり研究会は、この活動に

より、地域振興と地域内の需要促進を果たし、これが認められて能美市から助

成金を受け取った。以前は、自分達の個人資金からガソリン代やレンタカー代

金を出していたが、助成金を活用して、専用の軽トラックを購入し、ガソリン

代も捻出している。 

 

 

4.2.3 共助促進要因の分析 

 以上の参与観察の結果から、商工女性まちづくり研究会が共助を促進してい

る要因を以下の 4 つ挙げる。 

 

 他の活動主体との対等関係の構築 

 親密度強化による利用者の会話の促進 

 購買行動に対する機能提供の強化 

 構成員の連帯感醸成による社会貢献への動機付けの促進 

 

 他の活動主体との対等関係の構築とは、需要主体である地域の高齢者と提供

主体となるスーパーマーケットや各店舗と支援主体である商工女性まちづくり

研究会が、対等な関係であるということを強調して活動することである。やや

もすれば、「買い物弱者」や「買い物難民」とも呼ばれる需要主体に対して、一

方的に援助をしているという意識ではなく、共助のパートナーと見なすことが

厚生サービスシステムを構成する上で重要なのである。 

 実際、この事例においても、移動販売を利用した高齢者に対して、商工女性

まちづくり研究会のメンバーは、皆が毎度何回も丁寧にありがとうと礼を伝え

る。利用者もそれに「ありがとう、本当に助かる」と返す。また、提供主体に

対しても、対等な立場で必要な商品を提供してもらい、彼らの売上に貢献して

いる。パートナーシップの形成が、サービスの質向上にとって重要である。 

 移動販売利用者が会話しやすい場作りも、共助を促進する上で重要である。

会話を促進するために、商工女性まちづくり研究会はより親しみ易さを出すよ

うにした。具体的には、まず移動販売にやって来る時にポップな BGM(AKB48

『会いたかった』)を掛けて、地域住民の関心を惹き付ける。それから、マイク

で呼び込みをし、やって来た利用者に気さくに話し掛けて、女性同士ならでは

の日常生活の会話を多く引き出す。お菓子やお茶の提供も、この共助要因を促

進させるものの 1 つである。 

 商工女性まちづくり研究会のこういった取り組みは、対等な会話から地域住
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民の日々の生活課題をも浮き彫りにする。実際に、直接的にそのような課題が

すぐに解決されるわけではないが、町内会に課題が共有されることで地域内生

活における課題が解決し易くなる。そして、高齢者は自分の生活課題を話すこ

とで気持ちが和らぐ効果もある。商工女性まちづくり研究会の取り組みが、地

域内の社会関係資本の醸成に貢献し、共助を促進した。 

 そして、この事例において、購買行動に対する機能提供の強化を担っている

のは、提供主体と支援主体の距離感が近いことによる。提供主体が支援主体か

ら得た情報を基に、多様な需要に合わせてコンパクトな提供を実現している。

これは、センの「潜在能力アプローチ」の観点から見れば、提供主体が需要主

体に生活の「機能」を提供しており、支援主体がその「機能」の提供を強化し

ていると言える。 

 最後に、構成員の連帯感醸成による社会貢献への動機付けの促進について説

明する。具体的には、商工女性まちづくり研究会では、メンバー全員が同じピ

ンク色のジャンパーを着用して活動している。更に、市や他地域への活動報告

の場では寸劇を披露する。そのために、定期的に集まり練習もしている。毎回

の支援活動の最後にも反省会として、皆で集まり食事をとっている。 

こうした連帯感の醸成が、地域との社会関係資本の構築にも寄与し、地域住

民からの信頼感から、社会貢献への動機付けが強くなっている。実際、2013 年

の 12 月時点の活動では、天気が荒れて吹雪の中でも、メンバーは早朝 6 時から

起床し、当日の支援活動に備えて準備を開始していた。地域内の高齢者にとっ

ても、雪が降ると購買行動を取るのが更に困難になるため、いつも以上に利用

者が移動販売に参加した。 

 

 

4.3 第 4 章のまとめ 
 本章では、NPO 法人「えんがわ」と商工女性まちづくり研究会という異なる

手法で購買行動の支援サービスを実線している 2 つの支援主体に対する事例分

析をした。これまでは、供給主体や支援主体が一方的に需要主体を支援すると

いう見方が一般的であり、需要主体も「買い物弱者」や「買い物難民」と呼ば

れることが多かった。しかし、供給主体や支援主体が持続的に価値共創に参加

するためには、彼らのパワー動機を促進する必要がある。そのためには、以下

の 4 つの要因が重要である。厚生価値共創サービスシステムにおいて、これら

の要因が達成されることによって、地域内の共助が促進される。 

 

 活動主体をパートナーとして捉えていること 
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 需要主体が知識共創できる環境があること 

 供給主体による適切な情報提供があること 

 社会的価値に根ざしたビジョンが支援主体にあること 

 

 NPO 法人「えんがわ」の事例でも、商工女性まちづくり研究会の事例でも、

対等な関係性を重要視していた。NPO 法人「えんがわ」は、有償ボランティア

の導入によって、商工女性まちづくり研究会は、意識や会話によって、活動主

体をパートナーとして捉えていた。また、どちらの事例でも、会話を通じて、

需要主体が知識共創できる環境を整えることにも注力していた。 

 そして、供給主体による適切な情報提供があることも重要であると言える。

NPO 法人「えんがわ」では、人的資源の拡大によって提供できる情報を拡大し、

商工女性まちづくり研究会の事例では、供給主体と需要主体の持つ需要を共有

することによって、供給主体の需要主体への情報提供を支えていた。更に、NPO

法人「えんがわ」は地域経営という目的を通して、商工女性まちづくり研究会

は地域内の消費拡大という目的を通じて、高齢者の生活支援という社会的価値

に根ざしたビジョンを確立していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



56 

 

 

 

 

第 ５ 章 

総 合 考 察 ： 購 買 行 動 課 題 を 

克 服 す る 厚 生 価 値 共 創 サ ー 

ビ ス シ ス テ ム の モ デ ル 化 

 

5.1 価値共創を促進する 3 要因 

5.1.1 動機付け特性 

 これまで需要主体と支援主体及び供給主体の各視点から、厚生価値共創サー

ビスシステムを分析してきた。本節では、それらを総合的に考察して、厚生価

値共創サービスシステムにおける価値共創を促進する要因について分析する。

厚生価値共創サービスシステムにおいて、価値共創を促進するには、共助活動

に対する積極的な参加を持続的に促進することが必要である。そして、その価

値共創を促進する要因は、動機付け特性・リーダーシップ特性・システム内互

酬性特性の 3 つある。 

 厚生価値共創サービスシステムは、各活動主体による価値共創を促進するこ

とで、人間の厚生の質を向上させることができる。そのためには、価値共創へ

の積極的な参加を持続的に動機付けることが重要であり、動機付けるための手

法として、リーダーシップとシステム内の互酬性が必要となる。これはつまり、

人間の厚生の質を向上させるための資源として、物理的な相互行為によるリー

ダーシップ特性と構造化されたシステムによるシステム内互酬性特性が資源を

統合するための資源であると捉えることができ、それが心理的な資源としての

動機付けという統合される資源を活用して、持続的な価値共創を促進するとい

うことである。 

動機付け特性の中でも、第 3 章で記述したように、他者に肯定的な影響を及

ぼす意欲を示すパワー動機を促進することが価値共創を促進する上で重要であ

る。厚生価値共創サービスシステムにおける価値共創を促進するためには、供



57 

 

給主体と支援主体に対しても、高いパワー動機を喚起することが必要である。

供給主体におけるパワー動機とは、商品購買意欲指標に対応した利潤追求と触

れ合い意欲指標としての企業の社会的責任(Corporate Social Responsibility: 

CSR)の達成を両立することである。 

元来、企業の社会的責任と言うと、企業の利潤追求の対価として、社会貢献

や環境保護等の社会的責任を果たさなければならないという意味合いが強かっ

た。しかし、厚生価値共創サービスシステムにおいては、人間の厚生の質を向

上させるサービスシステムへの参加が利潤追求にも繋がるという方向に動機付

けることが必要である。 

厚生価値共創サービスシステムにおいては、活動主体を動機付ける上で主要

な役割を果たすのが支援主体となるのだが、支援主体である地域団体の構成員

自身に対する地域団体のリーダーによる動機付けも必要である。支援主体は常

にボランティアの要素を強く持っているが、一方向的な支援への意欲を消耗す

るだけでは、持続的な活動ができない。 

支援主体の内部に対して重要な動機付けとは、彼らの目的が一方的な支援な

のではなく、需要主体と提供主体との三者間の関係性は平等なものであり、共

に価値を創造していくパートナーとして捉えることである。そのことにより、

サービスシステムの持続性が向上する。これは、第 4 章において示唆された「活

動主体をパートナーとして捉えること」である。支援主体のリーダーシップを

通じて、パートナーと捉える意識を向上させることが重要である。 

 

 

5.1.2 リーダーシップ特性 

 リーダーシップ特性は、主に支援主体が発揮する。まず、支援主体の内部に

対するリーダーシップが必要であり、それから支援主体の外部に対してリーダ

ーシップが働くことで、厚生価値共創サービスシステムにおける価値共創が促

進される。動機付けの中でも、特にパワー動機を促進する動機付けのリーダー

シップが重要となる。 

 例えば、親和動機の高い需要主体に対しては、サービスシステムへの参加が

他者との友好関係の構築に繋がると動機付けることが必要である。一方で、自

分の努力が明確に成果から認識できることを望む達成動機が高い需要主体に対

しては、他者との協働の中で、彼らの貢献が必要不可欠であると強調すること

が価値共創への参加促進に対して有効である。 

 供給主体に対しても、リーダーシップによる働き掛けで厚生価値共創サービ

スシステムへの積極的な参加を持続的に促進する必要がある。ここで、第 4 章
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で示唆した社会的価値に根ざしたビジョンが支援主体にあることが重要となる。

社会的価値が供給主体にとっても有用であるビジョンを支援主体が示すことが

必要である。 

ここにおける社会的価値とは、供給主体の需要主体に対する一方的な慈善活

動ではなく、供給主体と需要主体が価値を共創することが重要となる。支援主

体は、需要主体の購買行動における困難性により失われていた需要主体と供給

主体との価値共創を再び繋げる役割を持つ。そのために重要となるのがリーダ

ーシップであり、社会的価値に根ざしたビジョンを支援主体が持って、各活動

主体が他の活動主体をパートナーと捉えることが重要である。 

 

 

5.1.3 システム内互酬性特性 

 厚生価値共創サービスシステムにおける価値共創を促進させるためには、動

機付けに加えて、サービスシステムが互酬性を持っていることも重要である。

互酬性とは、第 3 章で述べたように、持続的な相互性のある関係である。需要

主体と供給主体にとって互酬性のあるシステムを支援主体が構築することによ

り、厚生価値共創サービスシステムが成立する。互酬性のシステムに参加する

ということは、需要主体と供給主体の「自分ごと化」が支援主体によって促進

されたということである。 

 システムに互酬性を持たせるためには、第 4 章による考察結果と関連して、

支援主体には、需要主体が知識共創できる環境を構築することと、供給主体に

よる適切な情報提供を促進することが求められる。需要主体は、他者との持続

的な相互性による知識共創を通じて、自分の生活にとって有用である知識が獲

得できると認識することによって、価値共創への参加が促進される。 

 この知識共創の相手は、NPO 法人「えんがわ」の事例のように住民同士によ

る会話が中心となることもあれば、商工女性まちづくり研究会の事例のように、

支援主体、或いは、供給主体と需要主体との会話による知識共創である場合も

ある。第 3 章で見た需要主体に対する調査においても、知識共創の相手が友人

の時もあれば、店員の時もあるという結果が見られた。知識共創ができる環境

を整えて、需要主体が知識を提供することで知識共創の質も高まると認識され

れば、互酬性の効果によって、需要主体は相手にも有用な知識を提供するため

にパワー動機が促進される。 

 供給主体による適切な情報提供の促進とは、支援主体が需要主体と供給主体

の間に入り、供給主体の情報が需要主体に効率的に伝わるようにすることであ

る。ここにおける情報とは、単に商品に関する情報だけを意味しておらず、供
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給主体の資源が作る価値をも含む。すなわち、支援主体が供給主体の持つ資源

を統合し、需要主体が消費しやすい形にするということである。 

 実際、NPO 法人「えんがわ」では、人的資源のネットワークを法人の活動と

して統合することによって、効率的な支援を実現している。商工女性まちづく

り研究会の事例においても、支援主体が需要主体の需要を供給主体と共有し、

求められた商品を移動販売車という 1 つの移動店舗に統合することによって、

需要主体の購買行動を支援していた。このような適切な情報提供を通じて、供

給主体は需要主体や支援主体との間に互酬性を形成し、自己利益に他者利益も

加えようとするパワー動機が促進される。 

 以上のように、厚生価値共創サービスモデルにおける価値共創を促進する特

性は、動機付け特性、リーダーシップ特性、システム内互酬性特性の 3 つある。

第 3 章及び第 4 章で考察した結果に基づいて分析すると、動機付けという心理

的資源を活用するために、支援主体が互酬性のあるシステムを構築するととも

に、リーダーシップによって各活動主体を動機付けることが重要であることが

明らかにされた。すなわち、支援主体がリーダーシップによって、需要主体と

供給主体の「自分ごと化」を促進したということである。 

 

 

5.2 地域内共助促進に向けた厚生価値共創サ

ービスシステムモデル 

5.2.1 モデルの概要 

 前節で分析した結果を基に、本節では、持続的に地域内の共助を促進する厚

生価値共創サービスシステムのモデルを提案する。四角の実線で囲んだ要素は、

各活動主体を表している。そして、四角の点線で囲った部分は、価値共創への

持続的参加を示す。以下では、需要主体、供給主体、支援主体それぞれの関わ

りについて述べる。 

 需要主体は知識共創ができる環境があるというシステム内の互酬性によって、

供給主体によって提供された資源に基づく価値共創への持続的参加が促進され

る。つまり、需要主体の上から伸びた知識共創を伴う矢印は、図の右下の価値

共創へと繋がっている。そして、需要主体の持つ資源提供に基づいた価値共創

は、図の左下で表している。 

 同様に、供給主体は適切な情報提供によるシステム内互酬性によって、図の

左下にある需要主体の資源提供に基づく価値共創への持続的参加が促進される。
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図の右下にある価値共創は、供給主体による資源提供に基づいているため、購

買行動という事例においては、食料品を需要主体に提供することで発生する経

済的価値のことを指す。 

 一方で、図の左下にある価値共創は、需要主体による資源提供に基づいた価

値共創であるため、購買行動の事例においては、購買行動における課題を克服

したことによる社会的価値のことである。この時、需要主体から提供される資

源には、どのような購買行動状況にあり、どのような困難性を抱えているかと

いった情報がある。 

 経済的価値に関する価値共創と社会的価値に関する価値共創の両方について、

需要主体と供給主体それぞれからの資源提供を促進させるものが、支援主体に

よる動機付けである。支援主体による動機付けを通じて、需要主体の資源提供

が促進される。その資源に基づく社会的価値の共創に対して、供給主体は支援

主体の構築するシステム内互酬性によって、情報提供を通じて持続的参加を促

進される。 

 経済的価値も、基本的には社会的価値の価値共創と同じである。支援主体の

動機付けによって、供給主体の持つ物的資源や人的資源の提供が促進される。

その価値共創に向かって、支援主体の構築したシステム内互酬性による知識共

創ができる環境があることによって、需要主体は持続的参加が促進される。持

続的参加の促進によって、各活動主体の厚生の質の向上という第 3 の価値も発

生する。 

 

 

図. 7 厚生価値共創サービスシステムモデル 
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5.2.2 持続的参加による価値 

 本項では、活動主体の持続的参加によって得られる価値について述べる。前

項で分析したように、厚生価値共創サービスシステムでは、支援主体が需要主

体と供給主体をリーダーシップとシステム内互酬性によって結び付け、動機付

けを促進することによって、経済的価値と社会的価値が共創されることが明ら

かになった。しかし、それは一度限りの価値共創によっても発生し得る価値で

ある。 

厚生価値共創サービスシステムでは、この他に、活動主体が価値共創に持続

的に参加することによって初めて得られる価値も存在する。それは、厚生の質

を向上させる価値のことである。しかしながら、厚生の質を向上させる価値に

は様々なものがあり、購買行動の事例においては、各活動主体がそれぞれ異な

る価値を獲得する。 

 まず、需要主体は厚生価値共創サービスシステムの価値共創に持続的に参加

することにより、信頼できる人間関係を構築することを通じて、主観的幸福感

が向上すると考えられる。購買行動における課題を克服して、食料品を安定的

に得られるだけでなく、他の需要主体や支援主体、或いは、供給主体との関係

性を構築することが、需要主体である高齢者の心身両面での健康の向上に繋が

る。 

 供給主体が得られる価値には、持続的な情報提供とそのフィードバックを通

じた商品開発が挙げられる。他の活動主体を価値共創のパートナーであると捉

え直すことで、人間の厚生の質を向上させる商品の開発が達成される。これは、

一度限りの価値共創への参加では十分なフィードバックを得ることができず、

価値のある商品開発を実現することはできない。 

 支援主体が獲得する価値とは、地域内の共助促進システム構築による安心感

である。自分が居住する地域において、共助を促進するサービスシステムが構

築されたことにより、自分の家族、或いは、将来の自分も支援が受けられると

いう安心感を得る。実際に、NPO 法人「えんがわ」の事例においても、商工女

性まちづくり研究会の事例においても、支援主体の構成員は 50~60 歳代の人が

多く、自分をサービスの潜在的な需要者と捉えていた。 

 

 

5.2.3 評価視点の提案 

 ここでは、本章で提案した厚生価値共創サービスシステムモデルの頑強性を

評価する視点について述べる。頑強性とは、あるものが環境の変化といった外
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部の影響によって変化を阻止する内的な性質のことを指す言葉であるが、ここ

では、モデルが持続的に構成されるために必要な要素を表す意味で用いる。評

価視点は、以下の 4 つを設定する。 

 

1. 需要主体と供給主体と支援主体で構成される三者間価値共創システムが成

立していること 

2. 需要主体が知識共創できる環境があること 

3. 供給主体による適切な情報提供があること 

4. 支援主体に社会的価値に根ざしたビジョンがあること 

 

 この評価視点と第 4 章での分析結果との唯一の相違点は、第 1 項目である。

第 4 章では、活動主体をパートナーとして捉えることとしているが、モデルの

上では、活動主体をパートナーとして捉えるだけでなく、そのことを通じて、

包括的に三者間の価値共創システムが成立していることが必要である。三者間

の価値共創システムが成立していることに加えて、第 2~4 項目にあるように各

活動主体がそれぞれの評価視点を満たすことによって、頑強な持続性の高い厚

生価値共創サービスシステムが実現される。 

 

 

5.3 第 5 章のまとめ 

 第 5 章では、第 3 章と第 4 章の分析結果を受けて、価値共創を促進する 3 つ

の特性について記述した。その 3 つとは、動機付け特性・リーダーシップ特性・

システム内互酬性特性であり、価値共創への参加を動機付けるために、リーダ

ーシップと互酬性を活用することが重要である。厚生価値共創サービスシステ

ムにおけるリーダーシップ特性とシステム内互酬性特性は、支援主体によって

発揮される。 

 本章後半の第 2 節では、第 1 節での考察から、厚生価値共創サービスシステ

ムをモデル化した。厚生価値共創サービスシステムモデルでは、経済的価値と

社会的価値についての価値共創が中心的になされていることを明らかにした。

それに加えて、活動主体が価値共創に持続的に参加することによって、厚生の

質を向上させる価値も得られる。最後に、このモデルの頑強性を評価する 4 つ

の視点を提案した。 
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第 ６ 章 

結 論 

 

6.1 研究課題への回答 

 本論文では、購買行動問題を具体的な事例として、人間の厚生に関する価値

を高めるサービスに着目し、「サービスシステムに参加する人間の厚生の質を高

める厚生価値共創サービスシステムのモデルを提案する」ことを研究目的とし

た。そして、この目的を達成するために、3 つの研究課題を設定した。本節では、

第 5 章の総合考察において得られた分析結果を用いて、これらの研究課題に対

する回答を記述する。 

 第 1 の研究課題は、「厚生価値共創サービスシステムにおいて、各活動主体の

持つ資源はどのように持続的に活用されるのか」である。これは、第 5 章の厚

生価値共創サービスシステムのモデル化の節で記述したように、支援主体によ

るリーダーシップとシステム内互酬性によって、各活動主体に対して価値共創

への持続的な参加が促進され、資源が持続的に活用される。 

 支援主体のリーダーシップによる働き掛けは、需要主体と供給主体の持つ物

的資源や人的資源から心的資源や知的資源に至るまでの幅広い資源の提供を促

進する。それに加えて、システム内に互酬性を持たせることによって、需要主

体の持つ資源を知識共創という形に、そして、供給主体の持つ資源を情報提供

という形に統合することを通じて、各活動主体の持つ資源を持続的に活用して

いる。 

 第 2 の研究課題である「厚生価値共創サービスシステムにおいて、各活動主

体間でどのような価値が共創されるのか」に対する回答は 3 つある。厚生価値

共創サービスシステムにおいて、各活動主体は価値共創を通じて、経済的価値

と社会的価値を獲得する。また、サービスシステムへの持続的な参加を通じて、

厚生の質を向上させる第 3 の価値をも共創する。 

 第 3 の研究課題は、「厚生価値共創サービスシステムは、どのように評価され

るのか」ということである。これは第 5 章で示したように、4 つの視点から厚生

価値共創サービスシステムの頑強性が評価される。その 4 つの視点とは、「需要
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主体と供給主体と支援主体で構成される三者間価値共創システムが成立してい

ること」「需要主体が知識共創できる環境があること」「供給主体による適切な

情報提供があること」「支援主体に社会的価値に根ざしたビジョンがあること」

である。各活動主体がそれぞれに求められた視点を高水準で満たし、三者間の

価値共創システムを成立させることにより、厚生価値共創サービスシステムの

頑強性が確認される。 

 

 

6.2 理論的含意 

 本研究では、マクロ視点として、公共福祉論における「新しい公共」に着目

した。現代社会における公共福祉は、住民の自律的な参加が求められるため、「積

極的な当事者意識を持って互酬性のネットワークに参加すること」という概念

を「自分ごと化」と定義し、支援主体のリーダーシップによって需要主体と供

給主体の「自分ごと化」が促進されることを示した。 

地域内での共助活動を促進するために、社会関係資本という理論に関連付け

て、互酬性の関係から相手を価値共創のパートナーと捉え直すことで、住民の

「自分ごと化」を促進することが重要である。公共福祉に関する住民の参加を

促進する概念として、「自分ごと化」を厚生価値共創サービスシステムによって

同定した意義は大きい。 

サービスマネジメント論からは、厚生の質を向上させる変革型サービス研究

である TSR に注目した。サービス研究では、経済規模の拡大を追求するだけで

なく、サービスを通じて人間の厚生の質を向上させることや、社会や環境の発

展の持続可能性を射程に入れた経済及び社会のあり方を目指す研究領域として

TSR の議論が活発化されている。TSR の視点から高齢者の購買行動に関する社

会課題を分析した研究は、これまで不十分であった。本研究は、高齢者の購買

行動における課題を支援するサービスに注目した。 

そして、活動主体の厚生の質を向上させる価値の共創を促進するには、どの

ようなサービスシステムを構築することが必要かを分析し、TSR のための視点

を提案した。本研究で提案したモデル及びそのモデルを通じた評価視点の提案

は、新しいサービス研究領域としての厚生サービス研究を促進する上で基礎と

なる評価視点について考察しており、その意義は大きい。 

ミクロ視点としては、リーダーシップによる動機付けに注目した。そして、

厚生価値共創サービスシステムへの持続的参加には、パワー動機という動機傾

向を促進することが重要であることを明らかにした。モデル化を通じて、パワ

ー動機を促進するリーダーシップ手法を提案したことは、リーダーシップ論に
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とって意義深い。 

 

 

6.3 実務的含意 

 本研究では、需要主体に対する聞き取り調査を通じて、グラウンデッド・セ

オリー-アプローチによる分析から、需要主体が購買行動に抱える困難性が 3 つ

の要因に分類できることを明らかにした。この分類は、購買行動に対する支援

手法を構築する上で、より効率的に需要主体の需要に適合した支援を実現する

ことに寄与する。 

 また、聞き取り調査の分析結果から、購買行動における需要主体を動機傾向

によってタイプ別に分類することが、価値共創を促進する上で重要であること

を明らかにした。動機傾向の中で、パワー動機が強い作用型の需要主体が価値

共創に大きく貢献することを明らかにし、達成動機の強い自立型と親和動機が

強い交流型の需要主体に対して、価値共創を促進する動機付けについて示した

ことは実務的意義が大きい。 

 そして、厚生価値共創サービスシステムをモデル化し、その頑強性に関する

評価を示したことにより、購買行動に関する課題だけでなく、より一般的に厚

生価値共創サービスシステムが適用できること明らかにした。これにより、高

齢者以外の需要主体、購買行動以外の分野においても、需要主体と供給主体を

支援主体が持続的に結び付けることによって、厚生の質を向上させる価値共創

が促進されることを明らかにした実務的意義は大きい。 

 

 

6.4 今後の課題 

 本研究では、聞き取り調査及び参与観察という質的研究手法を通じて、グラ

ウンデッド・セオリー・アプローチと分厚い記述によって、質的データを中心

に厚生価値共創サービスシステムのモデルを提案した。今後、このモデルの妥

当性を高めるためには、このモデルに基づいて量的データを取得し、定量的な

分析をすることが必要である。 

 また、本研究は高齢者の購買行動を対象としたものであり、厚生価値共創サ

ービスシステムモデルを一般的なものとするためには、他の対象への適応性に

ついても研究を進めることが必要である。他の研究対象への適応を考察するこ

とを通じて、モデルの評価視点やリーダーシップ及び互酬性構築のプロセスが

細分化され、より議論が深まることが期待できる。 
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 そして、本研究においては、需要主体の範囲を食料品へのアクセス手段に対

する需要を持つ高齢者、供給主体の範囲を食料品の提供をする店舗と限定して

研究を進めたが、人間の厚生の質についての議論を深めるには、食料品を消費

した後の環境にかける負荷や、環境資源を享受することによる食料品の生産に

ついても議論する必要がある。これらの視点を持って、今後の研究を深めてい

く。 
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